
 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 No269 

意見提出者  

提出された

意見内容 

（該当部分） 

現在の光回線工事は個別ユーザの申し込みごとに行っ

ており、ユーザの指定する場所が離れていることや施工

時間が合わないことも多く、1日の工事件数に限界があり

ます。しかしながら、地域を指定し、一定の期間において

一括で工事を行うことで、1施工班あたりの 1 日の工事件

数を３件に増やすことが可能となります。 

施工班が年間 240 日勤務を行うと仮定した場合、1 施工

班当たり年間720件の工事が可能となりますので、5年間

で 4,200 万回線を整備するためには、施工班は約 12,000

班必要となります。1 施工班の編成は工事従事者 2 名＋

ガードマン１名を基本として考えていますが、現在、全国

の電気通信工事従事者の数は約 14 万人となっており、

12,000 班の編成が十分に可能な規模であると言えます。 

上記の意見内容に対する再意見 「提出された意見内容」については、工事実施を行う上

での一部の意見であり、工事実施して貰うユーザ側の

立場が加味されていないことや、工事従事者の数につ

いても工事内容によって技術内容が変わる事など考慮

すれば、簡単にできるものではないとこと、また、光ネッ

トワークの品質を確保するためには、光に関する技術

力、知識等を有する従事者が実施することが必要不可

欠であり、意見内容は実態と大きく乖離している。 

 

具体的には、 

光開通実施に当たっては、NTT の交換局内から各家庭

周辺まで光を布設する工事、及び光アクセス回線と各

家庭に光を引き込むための工事が必要になる。 

 

まず、各家庭周辺まで光ケーブルを布設する工事にお

いては、 

１．計画段階において 

・ケーブル心線数〔大きさ〕 ・ルート検討、 

・設計の実施 ・工事物品調達 

・道路、私有地の占有許可申請と折衝    など 

２．工事実施段階においては、 

No.１ 



・工事の発注 ・住人への工事説明会 

・ケーブル布設のための道路使用許可取得 

にかなりの時間と稼働を要する。 

３．光アクセス回線から各家庭に光ケーブル工事では 

・工事日の調整 

・工事日当日の不在による手戻り 

・工事当日ユーザ都合による日程変更 

・ビルオーナ、マンション理事会等の許可 など 

地域指定で工事を行う場合にあっても、必ずしも意見

内容のように要領よく工事が実施できるとは、考えにく

いのが現状である。 

 

以上のような前述した課題等を考慮すると、 

現状においては、 

 

全くの更地に施工者の都合で工事ができる環境には

なく、道路管理者、警察、地権者、各家庭等の間で折

衝を重ねながら工事を行っていることを十分考慮する

と、理想的環境下での計算のみをもって結論を下すこ

とは適切ではないと考える。 

このことから 

これまでの光工事の経験を踏まえた上述の課題等を

考慮すると、4200万の光開通を 5 年間で実施すること

は現実性に欠けると言わざるを得ない。 

 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 No269 

意見提出者  

提出された

意見内容 

（該当部分） 

逆に、仮に構造分離を行わないままでメタル回線撤去を

行い、光アクセス基盤 100％整備を推進した場合、NTT東

西殿のアクセス回線部門は大幅な黒字状態となり、その

利益をサービス部門に還元することで、既に NTT 東西殿

の独占的状態となっている市場環境（NTT 東西殿の光サ

ービスシェアは 74.4％（総務省「電気通信サービスの契約

数及びシェアに関する四半期データの公表（平成 21 年度

第 4 四半期（3月末））」より）をさらに悪化させることとなり

ます。 

上記の意見内容に対する再意見 『競争相手の会社が利益をあげることで適切な競争が

確保できない』との意見ですが、現行ルールの中で企

業として利益確保に向け努力していくことは、健全な企

業経営であると考える 

もし、現行のルールに問題があるのであれば、そのこと

を議論すべきと考える。 

 

また、全国の隅々まで光サービスを提供することを負わ

されている会社と都市部を中心にサービス提供してい

る会社の光サービスシェアを全国平均値ベースで議論



することは意義が見出せないと考える。 

つまり、シェア議論をするのであれば、双方が光サービ

スを提供しているエリアにおいて議論することに意味が

あると考える。 

このことから、都市部においては、既に競争が相当進ん

でおり、ＮＴＴ独占との指摘は的を得てないと考える。 

 

 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 28、68 

意見提出者 個人 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

意見番号 28 

· 未整備の１０％エリアは国土面積約５０％で投資効

率は極めて低い。 

· この地域の光設備構築を進める方式として IRU は優

れた方式。 

· 設備保守及び運用も重要であり一定のサービス水

準が保たれる必要性がある。新たなアクセス系設備

会社を設けるのは、準備やサービス定着までに期間

を要する、これまで事業者間競争を促進してきた経

緯を否定する、新たな独占会社を作ることにもなる、

ことから現在の通信事業者を対象とした設備構築コ

ンペにより、最もふさわしい提案を採用すべき。 

意見番号 68 

· 利用し易い、より低廉な料金を目指していただくこと

に全く異論はない。 

· 『光の道』構想の中で議論されているところの「事業

者間の公正競争」、「ＮＴＴの組織形態」についての論

点については、大きな違和感。 

· 利用者、国にとってどうかという視点がないから。 

· 生い立ちの違う各事業者が、自社の都合の良い方に

国策を誘導せんがための議論にしか見えない。 

· 利用者としては、ワンストップで全て面倒をみていた

だけるサービス体制を望んでおり、ＮＴＴを分離した

り、分割したりすることに全くメリットを感じない。 

· むしろ、内輪の競争に明け暮れ、国際的なサービス

競争に負けてしまうのではないか。 

· それこそ、国益を損ねることになる。 

· 「アクセス会社」分離論について言及すれば、自らの

経営判断により設備構築し、サービス提供するという

健全な競争環境が失われる。 

上記の意見内容に対する再意見 まさしく指摘の通りと感じます。 

３０％の利用率の改善が優先される課題と思いますが、

これはＮＴＴの経営形態とは別次元の課題でしょう。「生い

立ちの違う各事業者が、自社の都合の良い方に国策を誘

No.２ 



導せんがための議論」と移ってしまいます。 

取り返しのつかない事態にならないよう、利用者、国民の

目線と国力向上の戦略性、経済合理性等で判断すべきで

あると思います。 

· IRU 等で基盤整備は進める 

· ３０％の利用率の改善のための国家の支援は何かを

熟慮する。 

· ＮＴＴの経営形態見直し、アクセス会社分離は行わな

い。 

 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

超高速ブロードバンドの需要がない地方部はメタル回 

線を残した方が合理的とする意見もありますが、メタル回

線の中でも、特に地方部のメタル回線の施設保全費は回

線長等の関係から都市部に比べて高額になっており、

NTT東西殿アクセス回線部門の赤字のほとんどが地方部

で発生していることを考慮すると、地方部のメタル回線こ

そ、光回線への置き換えが急務であることは明白です。 

上記の意見内容に対する再意見 現状のままでは、メタル回線の施設保全費の長期にわた

る発生のみならず、光回線の利用料の高額化に拍車が

かかると考えます。 

都市部、地方の差別無く、光回線を全国に提供すること

「光の道」に心より賛成いたします。 

 

 

No.３ 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸＢＢ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

「光の道」整備の際に、各世帯にWiFi機能を具備するアダ

プタ配布する 

上記の意見内容に対する再意見 現在一部機器のみで利用できる「WiFi」だが、全ての家電

製品が WiFi 化することで、外出中でも自宅内の機器の

操作が可能となり、生活レベルが飛躍する。是非実現

してほしい 

 

 

No.４ 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

光利用率向上について 

上記の意見内容に対する再意見 ＮＴＴ分離による競争環境の公正化を 

支持します。 

 

 

No.５ 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

メタル回線撤去の必要性 

上記の意見内容に対する再意見 工事の効率化、維持コストの観点から不要と考える。 

最終的に、一般ユーザーへのメリットに繋がるはず。 

 

 

No.６ 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

２．超高速ブロードバンドの利用率（約30％）を向上させる

ためには 

（１） 

上記の意見内容に対する再意見 ＮＴＴ東西の整備主体としてアクセス回線会社の設立は非

常に有効的な働きをすると思う。 

 

 

No.７ 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 279 

意見提出者 東日本電信電話株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

１．「光の道」の整備方法について 

２．「光の道」実現のための競争政策の在りかたについて 

上記の意見内容に対する再意見 １．上記項目に述べられている意見に賛成します。 

ブロードバンドは既に光で９割に達しており、残る地域の

エリア展開についてはその採算性に応じて、光以外の携

帯電話やケーブルテレビ等の多様な手段を用いて現実

的な対応を検討する必要があると考えます。（ブロードバ

ンドの１００％普及の手段は光だけであるとは思わない）

むしろ、現在９割のエリアで使える光が３割程度のサービ

ス加入率にとどまっていることのほうが問題であり、行

政、教育や医療分野において有効な活用方法を国、事業

者が一体となって検討し、利活用を促進して欲しい。 

２．上記項目に述べられている意見に賛成します。 

もうすでに９０％のエリアにて利用可能な光回線につい

て、これを貸し出すだけの会社を時間とコストをかけて実

施するのは意味が感じられず、我々ユーザの利便性や

企業価値を著しく損なうものと考えます。 

 

 

 

No.８ 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 沖縄県 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

出された意見 

 

 

意見番号 ２２８ 

意見提出者  北海道情報政策課 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

 地方公共団体に負担を求めることなく、民間主導により進め

ていくべきである。 

 

上記の意見内容に対する再意見 

 

 

 

 

 

  上記意見に賛同する。そのためにはユニバーサルサービスに

「ブロードバンド通信基盤」を早急に対象として追加する

ことにより、国民が等しく負担しあってブロードバンド通

信基盤の維持管理・更新を行い、都市部と条件不利地域で

情報格差がでないようにしていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.９ 



■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

出された意見 

 

 

 

 

 

意見番号 ２２８ 

意見提出者  北海道情報政策課 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

 

 

 

  条件不利地域において市町村が整備し、民間事業者に貸し出

して運営しているブロードバンド通信基盤については、

民間事業者に無償譲渡し、当該事業者の責任で運営・更新

が行うことができる特例措置を創設し、条件不利地域と都

市部との負担の格差を解消していただきたい。 

上記の意見内容に対する再意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  上記意見に賛同する。沖縄県においては、市町村が整備し、

市町村が運営する公設公営方式のブロードバンドサービス

も存在する。公設公営方式では、運営する市町村の事務的

負担、技術的負担もさることながら、条件不利地域で契約

数が伸びない中、維持管理費の負担が大きな課題となって

いる。こういった公設公営方式にあっても、民間事業者に

無償譲渡し、当該事業者の責任で運営・更新が行うことが

できる特例措置（国庫補助金の返還不要等）を創設し、条

件不利地域と都市部の負担の格差を解消していただきたい

。 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

出された意見 

 

 

 

意見番号 ２２８ 

意見提出者  北海道情報政策課 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

 

  費用対効果の面から、３．５世代携帯電話などの無線ブロー

ドバンドによる整備も大いに考えられ、早急に３．５

世代携帯電話をユニバーサルサービスとして位置づけし、 

上記の意見内容に対する再意見 

 

 

 

 

 

 

 

  上記意見に賛同する。離島のブロードバンドサービス費用は

都市部と比較して割高であり、携帯電話などの無線ブロー

ドバンドサービス費用とあまり変わらない。実効速度とし

て、携帯電話などの無線ブロードバンドサービスの方が早

いケースも考えられ、条件不利地域にとって、よりよい選

択ができるよう携帯電話などの無線ブロードバンドもユニ

バーサルサービスに追加していただきたい。 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 ２６９ 

意見提出者 ソフトバンク 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

光アクセス基盤を 100％敷設するとともに、光回線と比し

て割高な維持費を発生させているメタル回線を 100％

撤廃すること、すなわち、ネットワークコストも二重構造

化を完全に廃し、トータル維持費を大幅に削減する 

 

 

上記の意見内容に対する再意見 長い目で見た時に光回線に一本化することは、トータルコ

ストの面でメリットが大きいことが明白な為、上記の意

見に賛同します。 

 

 

 

 

No.10 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社、ソフトバンクテレコム株式会

社、ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

NTT グループ各社の各市場におけるマーケットシェア

を見れば明らかなように、仮にアクセス網の構造分離

を行ったとしても、各社の市場支配的事業者としての優

位性がそのまま残置されることとなり、グループドミナ

ンスが競争環境に影響を及ぼす構図は解消されませ

ん。従って、グループドミナンスの問題も含め、真に公

正な競争環境を整備するためには、NTT グループ各

社の完全な資本分離といった措置も併せて実施する必

要があるものと考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 既得権益を主張するだけの企業体質を変えるために

は、ソフトバンクグループが主張する資本分離に大賛

成である。同じ土俵で競争してこそ顧客還元につなが

る。 

 

 

 

 

No.11 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 ２６９ 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバ

イル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

「光の道」はアクセス回線会社が主体となり、2015 年までに全世

帯を整備することが可能と考えます。その際、二重設備解消を目

的としてメタル回線撤去を同時に行うことから、「光の道」整備完了

とともに現在の約1,000 万のADSL ユーザ等が光ブロードバンド

サービスに自動的に移行することになります。この結果、有料の

光ブロードバンド利用率は、現在の約33％から約60％に上昇しま

す。 

有料の光ブロードバンドサービスを必要としない世帯に、有料サ

ービスの利用を強いることは当然のことながら不可能であること

から、残り40％の世帯に対しては別の形で利用 

率向上を図る必要があります。具体的な弊社共の提案は次のとお

りです。 

まず、「光の道」整備の際に、各世帯にWi-Fi 機能を具備するアダ

プタ（ONU/TA）を配布するとともに産学官が連携のうえ、クラウド

ネットワークを活用した公的サービスの利用環 

境整備を推進します。具体的には、電子教育、電子医療、電子行

政等が、その候補になるものと考えられ、2015 年の「光の道」整

備完了時期を目途にこれら公的サービスの環境 

整備を完了させます。 

弊社共の提案は、電子教育、電子医療、電子行政等の公的サー

ビスを、有料の光ブロードバンド契約の有無に関わらず、前述の

Wi-Fi 機能付きアダプタを経由して、全ての世帯において無料で

利用可能とするものです。 

すなわち、全世帯へのWi-Fi 機能付きアダプタの設置、及び電子

教育、電子医療、電子行政等の公的サービスの利用環境整備に

より、2015 年の「光の道」整備とともに、有料・ 

無料を含め光ブロードバンドのアダプション 100％が達成されるこ

ととなります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記提出された内容に共感を感じ投稿させていただきま

した。 

 

 

 

No.12 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会

社、ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

（２） 光アクセス基盤100％整備に要する2.5 兆円の内訳 

 

 

上記の意見内容に対する再意見 上記光アクセス基盤１００％整備を２．５兆円で実施する

案に賛同します。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話株式会

社殿（以下、「NTT 東西」という。）のアクセス回線部門を

構造的に分離した民間の整備・運営会社（以下、「アクセ

ス回線会社」という。）を新たに設立し、そのアクセス回線

会社が光アクセス基盤 100％整備の主体を担います 

上記の意見内容に対する再意見 NTT を主体とした光アクセス回線の独占的なインフラシェ

アにより、今日、情報通信基盤事業については新規参入

が難しいと思われる。アクセス回線部門のスピンアウト会

社を作るという意見に賛成であり、競争促進が必要であ

ると考える。ADSL の時のような情報インフラ革命が、光

においても必要である。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 一般社団法人 日本 IHE協会 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 244 

意見提出者 医療法人 仁泉会 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

詳細な画像情報等、患者さまの診療において非常に有効

な大容量の情報が即座に得られるようになってきてお

り、またその有効な情報が、ブロードバンドネットワーク

を通じて、時間や場所を越えて他の医療スタッフや医

療機関、さらには患者さまへタイムリーに提供できるよ

うな仕組みが現実化しつつあります。 

上記の意見内容に対する再意見 医療情報をネットワークを通じて流通させる際に、流通の

ためのインフラは整備されつつあると認識しているが、

今後、医療情報分野で整備すべきは、内容（コンテン

ツ）の検討や患者が必要としている情報を如何に迅速

に、安全に提供できるかを検討するべきであろう。 

医療の施設間連携や地域連携を行うためには、標準化

が重要であり、情報交換のためのフォーマットやプロト

コールなどの標準化を行い、患者、医療機関や工業会

等の関係団体と行政、関連省庁が一体となって推進す

ることが必要である。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 ディーコープファイナンス株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

これからの高度情報化社会において、情報へのアクセス

は国民生活にとって、より一層重要性を増していくもので

あることから、全国民が平等に情報を享受することを可能

とする「光の道」は、新しい基本的人権とされるべき情報

アクセス権を担保するインフラとして、当然整備されなけ

ればなりません。 

上記の意見内容に対する再意見 今後の情報化社会には必要です。賛同します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

現在の我が国の財政状況に鑑みれば、安易に公的資金

等の投入を前提とするのは適切でなく、まずは公的資金

に頼らない民間主導による効率的な整備スキームを優先

的に模索することが必要と考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 公的資金を投入するのは民間主導で検討した後の最終

判断と考えます。賛同します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

公的資金を投入することなしに光アクセス基盤 100％整

備が実現可能であり、このことが、弊社共提案の最大の

ポイントになります。 

上記の意見内容に対する再意見 光アクセスが民間主導で実現できるのであれば、素晴ら

しいことと思います。是非検討をいただきたい。賛同しま

す。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 株式会社 NTTぷらら 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

出された意見 

意見番号 246 

意見提出者 株式会社 NTTぷらら 

提出された

意見内容 

（該当部

分） 

 

ブロードバンド利用率向上を更に実現するためには、生活に密

着した魅力あるブロードバンドコンテンツ・アプリケーション

の活性化に注力することが重要 

 

上記の意見内容に対する再意見  

弊社はブロードバンド利用率向上のためには、多くの利用者

がブロードバンドを利用するメリットを感じることが重要で

あり、そのためには実用的かつ魅力的なサービスの提供が必要

であると考えています。 

 

このことは、今回の意見募集においても「サービス利用率が

３０％と言うのは、生活に直結した使いやすいサービスが無い

からだと考える。」（Ｎｏ.３２ 広島トヨタ自動車株式会社殿）、

「超高速ブロードバンドの利用率向上のためには、公共・民

間・家庭等が率先して活用するような様々なアプリケーション

を充実させ、利用を促進させる事が最も大切である。」（Ｎｏ.

２７６ 日本電気株式会社殿）といった意見として多く提出さ

れています。 

 

弊社も引き続き生活に密着した魅力あるブロードバンドコ

ンテンツ・アプリケーションとしてＴＶ向け映像サービスの拡

充を推進し、ブロードバンド利用の価値創造に取り組んでいき

たいと考えます。 

また、多様な事業者による活発なサービス、コンテンツ・ア

プリケーション提供の競争環境を確立するために、一層の規制

緩和や制度の見直しが重要になってくると考えます。 

 

 

 

No.17 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 西日本電信電話株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 別紙のとおり 

意見提出者 別紙のとおり 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

別紙のとおり 

上記の意見内容に対する再意見 別紙のとおり 
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1 

｢光の道」構想に関する当社再意見 

 

 他社意見 当社意見 

基盤整備の在り

方・インフラ技術 

○ 効率的に基盤整備を進めるためには、対象エリアの状況に

応じて、ＦＴＴＨに限定せず、ＷｉＭＡＸ、ＣＡＴＶ、ブロードバンド

携帯電話（LTE 等）などを含め民間の多様な技術の中から最

適なものを活用すべきです。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 「光の道」構想は、FTTH だけではなく、HFC や無線など、多

様なネットワークによる公正な設備競争を軸とし、適切なサ

ービス競争を組み合わせて実現すべきである。 

【Ｎｏ．２４３ 株式会社ジュピターテレコム】 

○ 光（ＦＴＴＨ）は「光の道」を実現する手段の代表例ではありますが、ブロード

バンドの基盤整備においては、数多く意見が出されているとおり、全て光で

実現するものではなく、地理的条件や経済合理性に応じて、ＣＡＴＶや無線

などを含めた多様な技術の中から最適な手段を選択することも必要である

と考えます。 

光による基盤整

備（公的支援の

利用） 

○ 未整備エリアにおける基盤整備は民間事業者による整備を

基本としつつ、引き続き自治体等を通じた公的支援により実

現していくことが適当 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ 整備後の安定的な維持・運用を確保するため、ユニバーサ

ルサービス制度の創設を行うなど、ランニングコストに対する

支援策も講じるべき 

【Ｎｏ．７ 福岡県】 

○ 現在の我が国の財政状況に鑑みれば、安易に公的資金等

の投入を前提とするのは適切でなく、まずは公的資金に頼ら

ない民間主導による効率的な整備スキームを優先的に模索

することが必要と考えます。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ 基盤整備については、国による民間事業者に対する直接的

な支援等を含め、あくまでも民間主導による整備を、自治体

に負担を生じさせない形で進めるべき。 

【Ｎｏ．６４ 音更町】 

○ 基盤整備はあくまで民間ベースの設備競争が基本であり、ＮＴＴ東西は、２０

０１年から２００９年までの間で、約２．７兆円の投資を行い、光のエリアカバ

ー率を９０％まで広げてきました。 

○ 残りのエリアはいわゆる不採算エリアとなりますが、このエリアで光を整備す

る場合には、当社としてはこれまでどおり、国・自治体が推進するＩＲＵ（公設

民営）方式をとることが必要だと考えます。 

当然、サービス提供にあたっては、当社として最大限の努力をしていく考え

です。 

○ 今回の「光の道」構想に関する意見募集において、他の通信事業者や自治

体からも、更なる公的支援を講じてほしい旨の要請があるものと認識してい

ます。 

別紙 



 

2 

 他社意見 当社意見 

公的支援により

構築したインフラ

の開放について 

○ 公正な競争環境の下、民間事業者の競争を通じて多種多様

なサービスの創出により利用者の需要喚起につながるよう、

ドミナント事業者が利用する公的支援により整備したインフラ

を公正・公平に利活用できる措置についても必要と考える。  

【Ｎｏ．１０４ 北海道総合通信網株式会社】   

○ 公設民営方式とはいえ、公的資金により整備されたアクセス

網を長期に亘って特定の通信事業者が独占することは公正

な競争環境を確保する観点で好しくなく、全ての事業者が公

平・公正に利用できるよう措置すべし、という基本方向に賛

成である。  

【Ｎｏ．２５７ 株式会社長野県協同電算】 

○ 整備されたインフラは、あくまで自治体資産であることから、当該インフラの

貸し出し条件・方法については各自治体にて決定すべき事項と考えます。 

○ また、公的支援により整備されたインフラを事業者に提供するにあたって

は、入札手続き等を経て決定されており、これまで公平・公正に事業者選定

されているものと認識しております。 

ＩＣＴ利活用 

の促進 

○ 超高速ブロードバンドの利用率を向上させるためには、生活

を便利にするツールとの位置付けが強いブロードバンドサー

ビスを、生活必需サービスに昇華させるべく、官・民それぞれ

の立場から利活用策を提案する等して、その利用に向けた

インセンティブを高めていくことが、何より重要であると考え

ます。 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ 日本のブロードバンドは既に「高速かつ低廉な世界最高水

準」と評価されており、利用率の向上のためには、料金よりも

インターネットにおける魅力的なキラーアプリケーションの登

場の方が有効です。 

【Ｎｏ．１８９ 社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 

○ 更に新たな利活用や付加価値の創出を図るためには、行

政・医療・教育など諸分野でＩＣＴ利活用を促進するための規

制緩和を加速させ、利用者に対するインセンティブを高める

仕組みなども含めて各省庁が横断的に取組み、国・自治体

および民間事業者が一体となり利活用を促進する必要があ

ると考える 

【Ｎｏ．１０４ 北海道総合通信網株式会社】 

○ 数多く意見が出されているとおり、ブロードバンドの普及は、アクセスの環境

のみを整えても進むわけではなく、ＩＣＴ利活用の更なる推進が必要であると

考えます。 

○ そのためには、サービスの充実と使い易い端末・料金が重要であり、アクセ

ス事業者をはじめ、政府、端末メーカ、アプリケーション・コンテンツプロバイ

ダ、ＩＳＰ等が、それぞれの役割を果たしていくことが必要であると考えます。 

○ 当社としては、今後とも引き続き、ユーザニーズに沿ったブロードバンドサー

ビスを積極的に提供し、世界最高水準のブロードバンド（エリアカバー、利

用、速度）に更に磨きをかけ、使い易いサービスを充実していき、普及率の

向上に貢献していく考えです。 

○ 例えば、諸外国と比べ遅れている、教育・行政・医療等の分野で、生活に密

着したブロードバンドの利活用策を進めていくことが、利用率１００％に近づ

くために重要であると考えており、当社としては、学校ＬＡＮ、自治体クラウ

ド、電子カルテ、レセプトオンライン化等の従来からの取り組みを拡大してい

くとともに、ＩＣＴ利活用の促進に積極的に貢献していく考えです。 



 

3 

 他社意見 当社意見 

○ ブロードバンドの利用拡大という総務省の目標を実現するた

めには、オンライン教育、遠隔医療、および電子政府の促進

の取り組みを奨励することが有効となるでありましょう 

【Ｎｏ．１４２ 米国商工会議所】 

○ 利用率の向上に向けては、更なる料金の低廉化を図ること

だけではなく、行政・医療・教育部門等での規制改革や多様

なアイデアによる魅力的なサービスの開発・提供によるＩＣＴ

の利活用促進が重要である。 

【Ｎｏ．４１ 社団法人関西経済連合会】 

○ まず、国は、利活用促進の重点分野である医療、教育、行政

等において、縦割り行政を改めた上で、必要な規制改革を行

い、様々な企業の ICTビジネスへの参入機会を創出するとと

もに、サービス開発競争を一層活発化させるべきである。 

【Ｎｏ．４６ 社団法人関西経済同友会】 

○ 行政の場合、電子政府、教育や医療等の分野において、ＩＣ

Ｔの利活用の促進に向け省庁横断的に取組み、通信設備・

サービス購入におけるエコポイントや電子政府申請料の割

引等といった政策を推進するなどが考えられます。 

【Ｎｏ．１９６ 東北インテリジェント通信株式会社】 

○ 医療分野や教育分野などにおいてインターネット上でのサー

ビス提供／利用を妨げる諸規制を撤廃し、生活に不可欠な

社会手続きをインターネット上で行うようにすれば、国民生活

をより便利にするとともに、利用率が相当程度向上するもの

と考えられます 

【Ｎｏ．２１５ 株式会社ＳＴＮｅｔ】 

 

 

 



 

4 

 他社意見 当社意見 

ブロードバンド未

契約者への公的

サービス提供 

○ 「光の道」整備の際に、各世帯に Wi-Fi 機能を具備するアダ

プタ（ONU/TA）を配布するとともに産学官が連携のうえ、クラ

ウドネットワークを活用した公的サービスの利用環境整備を

推進します。 

具体的には、電子教育、電子医療、電子行政等が、その候

補になるものと考えられ、2015 年の「光の道」整備完了時期

を目途にこれら公的サービスの環境整備を完了させます。 

弊社共の提案は、電子教育、電子医療、電子行政等の公的

サービスを、有料の光ブロードバンド契約の有無に関わら

ず、前述の Wi-Fi 機能付きアダプタを経由して、全ての世帯

において無料で利用可能とするものです。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿の提案は、各世帯へＷｉ-Ｆｉ機能を具備するアダプタを配布す

るとともにクラウドネットワークを活用した電子教育、電子医療、電子行政等

の公的サービスの利用環境整備を２０１５年までに完了するとしています

が、このような全国民に関わる重要な提案は、本来、全体像が示されたうえ

で十分な議論が必要です。 

また、そのために必要な情報が特徴的な部分に限って断片的に述べられて

おり、重要な情報が欠落しているため、このような提案は不適切であると考

えます。 

具体的には、 

①電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービスを国民が利用する仕

組み（提供主体やコスト負担方法等）が不明 

②契約の有無にかかわらず、全ての世帯において無料で利用可能とする

際の提供主体と敷設コスト負担 

③アクセスを光ブロードバンドに限定 

④ＩＳＰ利用の契約や料金負担が不明 

⑤サービスや設備の分界点が不明 

等の提案の実現性を大きく左右する重要な点において、全く根拠や考え方

が示されていません。また、この提案の実現には多くの課題解決や相応の

コスト・時間も必要になることが想定されますが、そのような点については

全く触れられていません。 

○ ソフトバンク殿の提案は、端末（アダプタ）からクラウドサービスまでをフルに

垂直統合するものと考えられますが、そうだとすれば、通信事業者だけでな

く、サービス提供事業者等の様々なプレイヤーの存在を無視するものとなり

ます。これまでの日本の情報通信市場におけるサービス提供や競争の在り

方について大きな変更を伴う提案であり、ユーザや事業者を含めた慎重な

議論が必要です。 
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 他社意見 当社意見 

マイグレーション ○ 弊社共の提案のポイントの一つは、光アクセス基盤を 100％

敷設するとともに、光回線と比して割高な維持費を発生させ

ているメタル回線を 100％撤去すること、すなわち、ネットワ

ークコストの二重構造を完全に廃し、トータルの維持費を大

幅に削減することにあります。 

このような弊社共の提案に対し、超高速ブロードバンドの需

要がない地方部はメタル回線を残した方が合理的とする意

見もありますが、メタル回線の中でも、特に地方部のメタル

回線の施設保全費は回線長等の関係から都市部に比べて

高額になっており、NTT 東西殿アクセス回線部門の赤字の

ほとんどが地方部で発生していることを考慮すると、地方部

のメタル回線こそ、光回線への置き換えが急務であることは

明白です。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ メタルと光をオーバレイ的に持つことでコスト高となる側面はあるものの、ブ

ロードバンドニーズのないお客様にまで全て光アクセスを敷設するコストや、

４,０００万のメタル電話ユーザがいる状態下において、一気に光にマイグレ

ーションする際に必要となるユーザ対応等の移行コスト等を踏まえれば、こ

の段階でメタルから光に完全に移行させることが一概に経済的であるとは

言えないと考えます。 

○ 加えて、利用意向のないお客様にとっては、工事への立会い稼働やコスト

負担が発生する等過度の負担を強いることになる、といった点も課題と考え

ます。 

○ また、保守コストに着目してみても、メタルを光に完全に巻き取った場合、メ

タルケーブルの減少はありますが、 

①電柱等は、仮にメタルが光に代わった場合でも、なくなるものではないこ

と 

②光の場合には、ＯＮＵ等の宅内装置の故障対応が必要であり、メタルと

比べて、回線～宅内まで含めた故障に伴う保守コストに大きな差があるわ

けではないこと 

 

からすれば、大幅なコストダウンが図られるということにはならないと考えま

す。 

○ NTT のマイグレーション計画 

ICT タスクフォース殿から、2010 年 8 月末を目途として、NTT

に対して、マイグレーション計画の提出が要請されています

が、提出された計画については可能な限り公開し、国民的な

議論として進めていくことが必要と考えます。 

なお、マイグレーション計画を一般に公開することが困難な

場合であっても、最も影響の大きいステークホルダである接

続事業者に対しての公開は確保して頂けるよう要望します。 

【Ｎｏ．２５８ イー・アクセス株式会社、イー・モバイル株式会

社】 

○ 当社は、コアネットワークをＰＳＴＮからＩＰ網にマイグレーションするにあたっ

て、現行のＩＰ技術のサービスでは提供していない機能・サービス（公衆電

話、ＩＳＤＮ、ＩＧＳ交換機の機能等）の扱い等について、概括的展望を今秋公

表する予定であり、その後、精力的に関係者と協議等を進めていく所存で

す。 
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 他社意見 当社意見 

ソフトバンク殿の

提案について  

○ まず、NTT 東西殿のアクセス回線部門を構造的に分離した

アクセス回線会社を新たに設立し、そのアクセス回線会社が

光アクセス基盤 100％整備の主体を担います。この際、き線

点までの整備のみでなく、各世帯までの光回線を引き込むこ

とを基本としますが、当該整備に係る設備投資額は約 2.5 

兆円と試算しています。 

本設備構築については、5 年間での実現可能性と収益性に

係る検証が必要となりますが、前者については、工事の効率

化により、期限内での対応が可能であり、後者については、

メタル回線の撤去による費用削減効果等により、公的支援

に依らず、アクセス回線会社を黒字経営可能な安定的な事

業体とすることが可能と弊社共は考えています。 

○ メタル回線撤去の具体的な効果としては、現在メタル回線の

維持費として約 7,600 億円、光回線の維持費として約 3,100 

億円、合計 1 兆 700 億円の費用が年間で計上されているも

のを光回線分のみにすることができるため、維持費が年間

約 5,200 億円に縮小します。結果として、約 5,000 億円の費

用削減が可能となります。 

※弊社共試算の詳細は下記を参照ください。 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000066001.pdf 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000066002.pdf 

○ （光アクセス基盤 100％整備に要する 2.5 兆円の内訳） 

光アクセス基盤 100％整備に要する費用を試算するに当た

り、弊社共においては、①局内設備、②とう道・き線区間、③

架空配線区間、④引込み線、⑤宅内光回線・機器の 5 つの

区分に分け、費用を積算しています。さらに、⑥離島・その他

については、本土からの距離が離れている等の理由により、

通常より整備コストが高額となることから、局内設備、とう道・

き線区間、架空配線区間において、追加費用を計上してい

ます。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿の試算は、アクセスを全て光化しメタル回線を全て撤去するこ

とで約５,０００億円／年の費用削減ができるとして、光サービスを現在より大

幅に低廉な１,４００円／月で提供し、３,４００億円／年以上の営業利益を計

上できるという内容であると理解しております。 

○ このソフトバンク殿の試算を特に費用面について検証してみると、メタル＋

光コストについて、 

 

・５年間で２．５兆円の投資をする前提にもかかわらず、光１００％整備後の

減価償却費が▲３４％も低減する 

・ＮＴＴ東西の保守要員を活用するとしながら、光１００％整備後の施設保全

費が▲６９％も低減する 

 

等の結果、約５,０００億円／年の費用削減が可能であるとしています。 

○ しかしながら、費用の内容をつぶさに見てみると、 

①減価償却費については、耐用年数や償却方法を変更することにより、過

少に見積もっている 

②施設保全費については、メタル撤去後も当然残る電柱や土木設備の費用

を見込んでいない 

等、極めて実態に合わない非現実的な試算となっています。 

○ また、アクセス回線会社は小売事業を行うとしているにもかかわらず、顧客

管理、移転等の諸異動への対応、料金業務等の営業費用を見込んでおら

ず、論理的整合性に欠ける試算となっています。 

○ これらの影響を考慮すると、約５,０００億円／年もの費用削減は全く実現不

可能であり、その結果、ソフトバンク殿の試算するような、アクセス回線会社

が安定的な黒字経営になるとは、到底考えられません。 

○ 更に、ソフトバンク殿は、光１００％整備に要する投資額を２．５兆円と試算し

ていますが、基盤的設備の維持・更改のための投資を全く見込んでいない

といった本来考慮すべき事項が含まれていないこと等を踏まえれば、２．５

兆円の投資で光を１００％整備可能とは到底考えられず、この点を考慮すれ

ば、アクセス回線会社の収支は更に悪化するものと考えます。 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000066001.pdf�
http://www.soumu.go.jp/main_content/000066002.pdf�
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 他社意見 当社意見 

○ 弊社共試算において、アクセス回線会社はメタル回線保全

費や営業費の削減によって、初年度から営業黒字となる会

社で、未整備エリア整備完了後の 6 年目には年間約 4,500

億円のフリーキャッシュフローを生み出します。 光アクセス

基盤 100％整備に要する設備投資額 2.5 兆円のうち、約 2.2 

兆円を社債により調達することを想定していますが、上記の

ようなフリーキャッシュフローを創出可能であることから、民

間での資金調達は十分に可能と考えています。 以上のこと

から、アクセス回線会社においては、公的資金を投入するこ

となしに光アクセス基盤 100％整備が実現可能であり、この

ことが、弊社共提案の最大のポイントになります。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿は、「光アクセス基盤１００％整備に要する設備投資額２．５兆

円のうち、２．２兆円を社債により調達する」とし、その資金調達が可能な理

由として、「アクセス回線会社はメタル回線保守費や営業費の削減によっ

て、初年度から営業黒字となる会社で、未整備エリア整備完了後の６年目

には年間約４,５００億円のフリーキャッシュフローを生み出す」ことをあげて

います。 

 

しかしながら、前述したとおり、メタル回線撤去により約５,０００億円／年の

費用削減が可能というのは非現実的であり、アクセス回線会社が安定的な

黒字経営になるとは到底考えられないことから、資金調達が可能ということ

にはならないと考えます。 

○ アクセス回線会社の整備対象となる回線数は、（略）約 4,200

万回線と推計しています。 

この約 4,200 万世帯に対し、光アクセス基盤を 5 年で整備す

るためには、効率的な工事実施が必要となります。（略） 

しかしながら、地域を指定し、一定の期間において一括で工

事を行うことで、1 施工班当たりの 1 日の工事件数を 3 件に

増やすことが可能となります。 

施工班が年間 240 日勤務を行うと仮定した場合、1 施工班当

たり年間720件の工事が可能となりますので、5年間で 4,200

万回線を整備するためには、施工班は約 12,000 班必要とな

ります。1 施工班の編成は工事従事者 2 名＋ガードマン 1 名

を基本として考えていますが、現在、全国の電気通信工事従

事者の数は約 14 万人となっており、12,000 班の編成が十分

に可能な規模であると言えます。 

以上のことから、12,000 班×720 件/年×5 年＝4,320 万とな

り、約 4,200 万回線の工事は 5 年間で十分可能と考えます。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿の「約４,２００万回線の工事は５年間で十分可能」という提案

は、以下の観点から無理があり、現実的ではないと考えます。 

① 約４,０００万のメタル固定電話ユーザを５年間で巻取るとした場合に

は、毎年約８００万ユーザを光に巻取る必要が生じ、現行の工事稼動

を２倍以上にする必要があること。そのため、工事要員を確保し、研

修・訓練等を実施する必要がありますが、このような体制構築には相

当の期間が必要となること。 

② 仮に工事稼動を確保できたとしても、オール光化後の６年目以降には

工事が激減することから、確保した工事要員をどうしていくかといった

問題や工事業界の事業継続性の問題が発生すること。 

③ 電気通信工事従事者が１４万人いることを以って、２．４万人（２名／班

×１２,０００班）の工事要員を確保することが可能であると主張していま

すが、「１４万人」は電気通信工事を営む会社の全従業員数であって、

光アクセスの開通工事に従事する者はごく一部であり、それ以外の従

業員が大半であるという事実を無視しており、極めて乱暴な議論であ

ること。 
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 他社意見 当社意見 

線路敷設基盤の

利用条件の見直

しについて  

○ ケーブルテレビ事業者は、線路敷設基盤を保有しない状態

で、今まで設備競争を行ってきた。体力のある通信大手キャ

リアと異なり、規模の小さいケーブルテレビ事業者が、一社

一社のカバーエリアは狭いながらも業界全体で世帯カバー

率、88％まで設備を整えられたことは、電気通信業界におい

て、設備競争をより活発に行うことが可能であることの証明

であると考える。 

【Ｎｏ．２４３ 株式会社ジュピターテレコム】 

一部では電柱等を持たない事業者はインフラ整備が困難で

ある、ということが全国 1 事業者 1 方式によるインフラ整備

の理論の根拠となっているようですが、我々ケーブルテレビ

事業者は大手通信事業者と比べると遥かに脆弱な企業規模

でありながら、粘り強く、歯を食いしばりながらネットワークを

構築し、サービスを提供してきました。結果として利用者から

見たブロードバンドサービスは 1 事業者に偏ることなく、多

様化し、サービス品質の向上と利用料の低減を実現してきた

ものと確信しています。この事実を鑑みれば、大手通信事業

者のインフラ整備参入は不可能ではなく、むしろ競争原理の

最大化により、更なる利用料の低減や、サービス品質の向

上が期待できます。 

【Ｎｏ．２４５ 株式会社ニューメディア】 

○ ジュピターテレコム殿のご意見によれば、ＣＡＴＶ業界全体の世帯カバー率

が既に８８％に到達しているとのことですが、この事実は、意欲のある事業

者であれば、線路敷設基盤を持たない事業者でも、現在の環境下で自前ネ

ットワークを構築することが十分可能という証左であり、線路敷設基盤は十

分にオープン化されていると考えております。 

○ 更に、当社としては、線路敷設基盤をより利用しやすい環境づくりを進めて

いく考えであり、例えば、ＷＥＢによる電柱添架申請の受付(２０１０年１２月

開始予定)や、管路貸出に関する個別契約の書面廃止（２００９年１０月実

施）等に取り組んでおります。 

○ 一方で、国や自治体におかれましても、道路占用許可手続の緩和等、多く

の事業者が自前で設備構築を行いやすい環境作りに向けた取り組みを推

進いただきたいと考えております。 

○ また、当社は地中化エリアについても、当社が所有する管路については、引

き込み部分も含めて、空きがあれば他事業者へ貸し出しております。 

○ 「光の道」の実現においては、これまでの設備競争を導入し

た成果を否定することなく、一層の競争促進策により、サー

ビス多様化、料金の低廉化を図ることを基本とすべきです。 

 具体的には、以下に挙げるような線路敷設基盤（管路・とう

道・電柱等）の利用条件の見直しが必要です。 

○ ・道路占用許可手続の緩和 

・電柱共架・添架承諾手続の緩和 

・都市部の地中化エリアにおける引込み線の開放 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 



 

9 

 他社意見 当社意見 

光ファイバの利

用に係る自他同

等性について  

○ NTTの光ファイバー貸し出しはNTTが利用した後の残りを貸

し出すという、まず最初に NTT が利用し、残り物を貸してや

るという現実がある。そのため、地域を接続する経路はあっ

ても光ファイバーは利用が満杯で新たに利用しようとしても

できない事例が多い。利用状況の実態はプライバシーなどを

理由にまったく不明である。 

○ 空きのない光ファイバーであっても、波長多重を行えば簡単

に太い必要なパイプを作れるので NTTの貸出で「D」とされる

エリアでは借り受け人は要請があったら波長多重を受け入

れ、コストを按分して安価に通常の光ファイバー程度で利用

できる対策を法制化する。 

【Ｎｏ．２３９ ソネット株式会社】 

○ 中継ダークファイバの利用状況が不明というご指摘と認識しておりますが、

当社の中継ダークファイバに関する空き情報の開示や利用手続きなどにつ

いては、接続約款等にその内容を定め、適切な対応を行っているところで

す。 

○ 現行の接続ルールは、既存設備の貸し出しを前提としており、当社が自ら利

用する予定のない設備まで新たに設置することを強制するものではないと

考えます。 

○ なお、当社は、当社が設置した光波長多重装置（以下、ＷＤＭ装置）の貸出

ルールを、２０１０年３月に接続約款の認可を受けて整備しております。 

また、当社に当社のサービスに使用しないＷＤＭ装置の設置を義務付ける

ことは、２００９年１０月の「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルール

の在り方について」の情報通信審議会の答申で、「ＷＤＭ装置の設置を義

務化することは適当ではない」と示されており、適当でないと考えます。 

ＮＴＴ東西と接続

事業者との手続

き等のイコール

フッティング 

○ 現状でもＮＴＴ東・西が保有する設備のボトルネック性に着目

した第一種指定電気通信設備について接続ルール等が課さ

れていますが、ダークファイバー等の利用における手続・リ

ードタイムの非同等性や競争事業者の接続情報の不正流用

の問題などが存在しており、現行のルールでは公正な競争

を行うための環境としては不十分です。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

【ダークファイバ等の利用における手続き・リードタイム】 

○ 当社は、ダークファイバ等の利用手続きにおいて、当社利用部門と他事業

者とは同等に取り扱っており、これは電気通信事業法や接続約款に規定さ

れているところです。 

【接続情報の取扱い】 

○ 当社は、他事業者から提供された接続情報の取り扱いについては、ファイア

ウォールを徹底するため、２０１０年２月に総務省へ業務改善計画を提出し、

厳正に対処するための取り組みを着実に実施しているところです。 

○ 具体的には、他事業者情報の不適切な取扱いが生じる余地を一切残さない

厳格な仕組みの構築に向けて、５月にＳＯ処理業務のうち、他事業者情報を

取り扱う業務を営業部門から分離して設備部門へ移管し、６月までに営業

部門における他事業者情報の閲覧を原則不可とするシステム上の措置を

講じる等、実施しております。 
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○ ① 現行の接続ルールの強化 

－ＮＴＴ東・西のダークファイバーを含むアクセス網につい

て、これまで以上に開放ルールを徹底するとともに、その開

放状況について監視体制を強化 

（具体例：ＮＴＴ東・西がマンションの棟内に設置した光ファイ

バーの競争事業者への開放義務化が急務） 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

【屋内配線の相互転用】 

○ 当社は、光屋内配線の相互転用についてご要望いただいた他事業者と具

体的な申込み手続き、工事方法等について協議を行い、２０１０年６月に、

既設の戸建て向け光屋内配線を転用する場合の工事費について認可申請

をしたところです。 

また、他事業者がマンション向け光屋内配線の相互転用についてご要望さ

れるのであれば、まずは協議させていただく考えです。 

ＮＧＮオープン化 ○ 米国では、高速大容量の光ファイバー網を構造分離・機能

分離・オープン化する規制ではなく、規制を軽微に留めて設

備ベースの競争を促す方針が一貫して採られています。 

○ このように、日本においては、さらなる規制負担によって高度

通信網への設備ベースの投資を阻害するのではなく、現存

するオープン化規制などの障壁を取り除くことを検討する必

要があると考えられます。米国には、高度通信網のオープン

化規制が存在しません。 

【Ｎｏ．１４３ 米国電気通信協会】 

○ ブロードバンドの利活用を促進し「光の道」を実現するために

は、冒頭に述べたように、あらゆるレイヤーのプレーヤーが

多様なサービスを自由に提供できる環境を整え、競争を活

性化する必要があります。そのため、他の通信事業者のみ

ならず、アプリケーション、ソリューション等のプロバイダーが

求める各レイヤーにおいて、ボトルネック設備のみならず

NGN を始めとするボトルネック設備と一体となって機能する

設備をオープン化し、多様なレイヤーの事業者がユーザー

に多彩なサービスが提供できる環境を整えることが今後も重

要であると考えます。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 当社は、ドライカッパ、ダークファイバ、局舎コロケーション、電柱・管路の開

放等、積極的にネットワークのオープン化を推進してきた結果、他事業者が

自前でネットワークを構築できる環境が十分整っていると考えております。 

現に、意欲ある事業者は、独自のＩＰネットワークを自ら構築し、多種多様な

ブロードバンドサービスの提供を自ら行い、ブロードバンドユーザを多数獲

得されている環境下にあり、ブロードバンド市場における当社のシェア(２０１

０年３月末)は、西日本マクロで５３％、府県別では最小で３６％であり、特に

ＦＴＴＨ市場での競争が激しい関西エリアにおいては、京都を除く１府４県で

シェア５０％を下回る状況と、当社・電力系事業者・ＣＡＴＶ事業者の熾烈な

設備競争が展開されているところです。 

○ したがって、電話の時代とは異なり、ブロードバンドのネットワーク構造は、

それぞれエンドユーザを抱える独立したＩＰネットワーク同士で接続する構造

になっており、ブロードバンド市場に、従来の電話を前提とした規制を持ち

込むことなく、ＮＧＮ等のＩＰ網については、米国と同様に、原則非規制として

いただきたいと考えます。 

○ なお、当社のＮＧＮにおいては、当初からインターフェース条件（ＮＮＩ、ＳＮＩ、

ＵＮＩ）を開示するなど、オープン化に努めているところであり、多様な事業者

がＮＧＮに接続できる環境は整っていると考えております。 

○ むしろ、ＫＤＤＩ殿をはじめとして、独自のＩＰネットワークを自ら構築されてい

る他事業者においても、インターフェース条件やその他接続条件等を開示

し、オープン化していただくことが必要と考えます。 
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ＮＧＮプラットフォ

ームオープン化 

○ ＩＰ時代の新たなボトルネックとなり得るＮＧＮ上の機能につ

いて、競争事業者が同等のサービスを提供できるよう、多様

な階梯で接続点を設け、ユーザー単位で公正に開放するこ

とが必要であると考えます。 

具体的には、認証、ＱｏＳ、帯域制御、位置固定等のＮＧＮの

機能を開放し、ＮＧＮ網に収容される加入者が、ＮＴＴ以外の

事業者が提供する電話、放送、ＶＯＤ、ＶＰＮなどのサービス

を、簡素な手続により適正な価格で利用できるようにすべき

です。 

これにより、様々な事業者がＮＴＴのＮＧＮの仕様に縛られる

ことなく、多様なサービスを提供することが可能となり、ユー

ザーにより多くの選択肢と技術イノベーションの成果をもたら

すことが可能となります。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

○ ＮＧＮ上での公正競争を活性化させるためには、通信キャリ

アの垂直統合モデルではなく、プラットフォームレイヤを開放

して複数のプラットフォーム事業者が競争する環境を構築す

べきである。また、NGN だけでなく、今後構築される次世代

の移動体網でも同様にプラットフォームレイヤが開放される

ことが、FMC サービスの促進につながる。 

【Ｎｏ．１８５ 社団法人テレコムサービス協会】 

○ 当社は、当社のＮＧＮ上で、お客様が多様なサービスを更にご利用していた

だけるようにしていきたいと考えておりますが、帯域制御機能や認証・課金

機能等のプラットフォーム機能については、国際標準が定まっておらず、他

事業者からの具体的な接続要望もないのが実情です。 

○ したがって、まずは、要望される事業者において要望内容を具体化していた

だき、当社としては、その実現方法については、国際標準化動向も踏まえ、

ＮＮＩによるアンバンドルだけでなく、ＵＮＩやＳＮＩでの提供を含め、できる限り

早期かつ低廉に実現できる方法で対応していきたいと考えます。 

○ また、プラットフォーム機能については、将来現れるサービスの芽を摘むこ

とがないように、あらかじめ規制するのではなく、事業者間の創意工夫に委

ねることが重要であると考えます。 

光アクセス上の

ラインシェアリン

グ 

○ NTT 東西のフレッツ光では、0ABJ-IP 電話、インターネットア

クセス、放送サービスについて、NTT 東西のプラットフォーム

上でのパッケージモデルとなっているため、個々のサービス

単位での事業者の参入が事実上不可能な状況になっていま

す。短期間で急速に普及した ADSL 市場を例に挙げると、メ

タルのラインシェアリング実現と新規事業者の参入によるサ

ービス競争の活発化がその要因であることは明らかであり、

光アクセスにおいても同様に、光アクセス基本料を設定し、

利用者がサービス毎の事業者選択を可能としてビジネスモ

デルの多様化を推進することが必要と考えます。なお、光ア

クセスを基本料金化した上で、同一光アクセス上で複数の事

○ 当社は、ドライカッパ、ダークファイバ、局舎コロケーション、電柱・管路の開

放等、積極的にネットワークのオープン化を推進してきた結果、他事業者が

自前でネットワークを構築できる環境が十分整っていると考えております。 

現に、意欲ある事業者は、独自のＩＰネットワークを自ら構築し、多種多様な

ブロードバンドサービスの提供を自ら行い、ブロードバンドユーザを多数獲

得されている環境下にあり、ブロードバンド市場における当社のシェア(２０１

０年３月末)は、西日本マクロで５３％、府県別では最小で３６％であり、特に

ＦＴＴＨ市場での競争が激しい関西エリアにおいては、京都を除く１府４県で

シェア５０％を下回る状況と、熾烈な設備競争が展開されています。 

○ したがって、電話の時代とは異なり、ブロードバンドのネットワーク構造は、
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業者によるサービス提供を可能とし、利用者がニーズにあっ

たサービスを選択出来る先取的な形態を実現すれば、サー

ビス競争の進展は期待出来ると考えます。 

【Ｎｏ．２５８ イー・アクセス株式会社、イー・モバイル株式会社】 

それぞれエンドユーザを抱える独立したＩＰネットワーク同士で接続する構造

になっており、ブロードバンド市場に、従来の電話を前提とした規制を持ち

込むことは不適切であると考えます。 

分岐端末回線単

位の接続料設定 

○ ＮＴＴが整備済みの光ファイバー基盤をユーザ単位に貸し出

す（いわゆる「一分岐貸し」）方式は、それを借りる事業者に

とっては設備を「つまみ食い」することで特定のユーザに対し

ては安価にサービス提供できますが、そうした設備を全体と

して運用するＮＴＴや、同様に投資リスクを負って設備を自ら

構築しているＣＡＴＶ事業者や地域系通信事業者にとって

は、きわめて不公平な競争を強いられることになります。こう

した「正直者が馬鹿を見る」制度は、投資意欲の低下によっ

て中長期的にわが国の通信サービスの発展を妨げる一方、

そうした地方で努力する事業者の退出によって地域経済の

衰退にもつながります。  

さらに「一分岐貸し」を一旦導入しますと、設備･技術面での

変更にあたっては設備を共同で利用している複数の事業者

とすべての契約者の同意が必要になり、現実的には変更は

困難です。これは技術のイノベーションを止めてしまうことを

意味しており、ひいてはサービス面での進歩も停滞させるこ

とになります。こうしたことから利用料金の低廉化のみに注

目するのではなく、従来どおり設備競争とサービス競争をバ

ランスさせた政策の舵取りをお願いします。  

【Ｎｏ．２１５ 株式会社ＳＴＮet】 

○ 光回線の１分岐単位での貸出し要望等、大手事業者であっ

ても自ら設備構築を行わず、 「如何にリスクなく安い価格で

設備を借りるか」に注力する傾向が強まっており、サービス

競争の源泉であり、生活・企業活動の国内基盤であるインフ

ラの充実が軽視されつつあると感じております。  

現状、ＮＴＴダークファイバ開放・局舎コロケーション等、十分

設備開放が進んでおり、設備投資リスクを負わないという点

において、設備を借りる事業者は、設備構築を行う事業者に

○ 当社としては、これまで主張してきたとおり、ＯＳＵの共用については、 

①今後のサービスの多様化や新サービスの提供が困難になること 

②現在よりも、提供コストがかさみ、サービス品質が低下すること 

から、実施する考えはありません。 

当社が共用しなくても、他事業者間で効率的なサービス提供を行うことは十

分に可能であることから、ＯＳＵ共用を要望する事業者間で共用を実施すれ

ばよいものと考えます。 

○ また、ＯＳＵの共用をしない場合であっても、１分岐当たりの光の接続料を設

定すべきとの意見については、接続料金は設備の利用実態（１ＯＳＵ、１主

端末回線を専有）とコストに基づき設定すべきものであり、不適切であると

考えます。 

○ なお、ＳＴＮet 殿、ケイ・オプティコム殿といった自ら設備を構築している電力

系事業者等からも、設備競争やサービス競争の促進に支障をきたすもので

あり、実施すべきではないとの意見が出されているところであります。 
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比べて、既に優位な状況にあることから、ＮＴＴ東西における

アクセス分離はもとより、光回線の１分岐単位での貸出しと

いった、さらなる設備開放を目的とした施策を講じる必要は

ないと考えます。 

特に、光回線を１分岐単位で貸し出すことは、設備を借りる

事業者にはリスクが発生しない一方、貸し出す事業者だけ

がリスクを負うといったバランスを欠いた仕組みであるため、

競争環境の歪みを増長し、結果的に利用率向上に向けた事

業者の意欲を削ぐおそれがあります。  

また、設備共用を前提とした場合、いずれの事業者にも技術

イノベーションに対するインセンティブが働かず、アクセス網

の高度化・多様化が停滞し、ひいては利用者利便の向上に

も繋がらないと考えております。  

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ 現在の NTT 東西の光アクセスのアンバンドルルールでは、

光ファイバ 1 芯単位、もしくは 8 分岐単位毎での接続となって

いるため、収容効率が見込めない新規参入事業者では、料

金競争力を保つことが出来ず（接続料金と利用者料金の実

質的な逆ザヤが発生）、実態上の参入障壁となっています。 

そのため、従来議論されてきた OSU の共用を行わない場合

であっても、分岐端末回線単位（主端末部分含む）での接続

料の設定を行うことにより、低廉化を実現すべきと考えます。 

なお、その場合、実現すべき料金水準としては、メタル系サ

ービスからの移行インセンティブを向上させることを踏まえ、

ドライカッパの接続料と同等の経済的条件を確保出来るよ

う、接続料の設定を行うことが必要と考えます。 

【Ｎｏ．２５８ イー・アクセス株式会社、イー・モバイル株式会

社】 
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ＮＴＴグループへ

のドミナント規制

と組織問題 

○ ＮＴＴグループの司令塔となっている持株会社を廃止し、ＮＴ

Ｔグループを解体するなど抜本的な構造改革が必要です

が、実現に時間がかかる、あるいは株主の理解が得られな

い等の理由で実現が困難であるとすれば、次善の策として

総合的な市場支配力に着目した新たな競争政策の導入を早

期に実施すべきと考えます。 

具体的には、固定・移動等のサービス市場毎に市場支配力

を認定し、現状のアンバンドル規制や接続料規制に加えて

競争状況に応じた適切な事前規制を発動し得るように制度

を整えることが必要です。 

（例：市場支配力を有する事業者によるＦＭＣサービスの提

供、グループ会社間での人事交流や顧客情報の共有、子会

社を通じた事実上の規制適用回避等を禁止） 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 営業子会社への顧客情報流出問題に見られるように、ＮＴＴ

各社が子会社と一体となって営業活動を行うなど、優越的地

位を濫用してサービス分野での競争状況を歪めることのな

いように、NＴＴ法の趣旨を踏まえて監視することが必要で

す。  

ＮＴＴの経営形態についてはこれまでと同様、いかに公正な

競争状況を確保するかという点がきわめて重要であると考え

ます。ＮＴＴ主要各社は各分野における「ドミナント事業者」で

あり、そうしたドミナント事業者が影響力を行使して、不公正

な状況を生み出すことのないよう、引き続き注視すべきで

す。その点で前述のような優越的地位の濫用の防止の観点

に立ち、子会社まで含めたドミナント規制の運用にするなど、

より実効的なドミナント規制が必要であると考えます。  

ＮＴＴ組織見直しにおいても、例えばモバイル／固定や回線

／ＩＳＰといった異なる分野で統合が行われた場合には、分

野をまたがる巨大なドミナント事業者が誕生し、設備･サービ

ス両面において競争状況が阻害されることになり、中長期的

に健全な発展にはつながらないと考えます。  

【ドミナント規制について】 

○ 当社は、公正競争の確保や設備の徹底したオープン化に努めており、市場

支配力の濫用等の問題は生じておらず、追加的な規制は必要ないと考えま

す。 

○ むしろ、競争政策としては、問題が生じた際に事後的に解決していくという

方向に転換し、ブロードバンド・ＩＰ市場において多様化・高度化するお客様

ニーズに迅速かつ柔軟に対応できるよう、電話時代の規制を見直し、原則

自由な事業展開を行わせることによって、新たな市場創造やイノベーション

を促すことが重要と考えます。 

【活用業務について】 

○ 当社は活用業務の実施にあたって、ＮＴＴ法、「東・西ＮＴＴの業務拡大に係

る公正競争ガイドライン」、活用業務認可時の認可条件等を遵守しており、

公正競争上の問題は生じていないものと考えます。 

○ 当社は、今後もお客様のより高度で多様なニーズに対応した多彩なブロー

ドバンドサービスを提供していく考えです。 

【アクセス保有部門の構造分離】 

○ ＮＴＴの組織の在り方については、ブロードバンドの利用率向上とは無関係

であり、機能分離や構造分離を行っても普及が進むわけではなく、かえって

イノベーションを阻害し、経営の効率性の観点でマイナスとなり、企業価値を

損ねる上、ブロードバンド普及の観点や健全な競争という観点からも得策で

はないことから、機能分離や構造分離は決して取るべき選択肢ではないと

考えます。 
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【Ｎｏ．２１５ 株式会社ＳＴＮet】 

○ ケーブルテレビ事業者としては、ＮＴＴグループが今後圧倒

的な市場シェア等を利用して不適正な事業運営を行う可能

性が高まるような経営形態のオプションが選択されることの

ないよう要望するとともに、将来的に何らかの定期的な市場

構造のモニタリングや必要があれば是正策が講じられる仕

組み等が必要と考えます。 

【Ｎｏ．２８１ 社団法人日本ケーブルテレビ連盟】 

○ ＮＴＴグループについては、公社時代の企業イメージや強大

な資金力から、圧倒的に優位な立場にありますが、さらにＮ

ＴＴグループ自身が自らに対する規制を形骸化させる事業活

動を展開することによって、競争環境に歪みを生じさせてお

ります。 

特に、「グループドミナンスの発揮」、「規制の適用されない

県域子会社等を通じた営業活動」、「活用業務によるなし崩

的な事業拡大」が問題であると考えますので、まずはこれら

を是正することが必要であります。 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ NTT 東西のアクセス回線部門を構造的に分離した民間の整

備・運営会社（以下、「アクセス回線会社」という。）を新たに

設立し、そのアクセス回線会社が光アクセス基盤 100％整備

の主体を担います。この際、き線点までの整備のみでなく、

各世帯までの光回線を引き込むことを基本とします。 

 

有料の光ブロードバンド利用率向上のためには、競争による

料金の低廉化、並びに魅力的なサービスやアプリケーション

の登場が必要ですが、このいずれもがＮＴＴ東西の構造分離

（完全分社化）を実現することで達成可能。 

まず、構造分離を実現することで、NTT 東西がボトルネック

設備であるアクセス網と一体で事業を行うことで接続事業者

の競争を制限してきた不公正な競争環境がほぼ完全に是正
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されることになります。 

また、構造分離により新設されたアクセス回線会社は、NTT

東西のサービス部門とは資本関係もなくなるため、純粋に設

備稼働率向上を目指し、全ての接続事業者に公平な接続条

件を提供することとなります。 

その結果、低廉な光アクセス回線料をベースとした上位サー

ビスでの競争が活性化し、光ブロードバンドサービス料金の

低廉化が促進されます。なお、弊社共では、競争活性化によ

り、光ブロードバンドサービスの料金は、現行の ADSL 以下

になるものと想定しています。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ 複数の通信キャリアの競争により、多様なネットワークサー

ビスが提供される環境を創るために、ＮＴＴの光アクセス網を

分離して複数の通信キャリアが NGN のネットワークサービス

を提供する環境を構築すべきである。 

（略）なお、アクセス網を分離した後の NTTに対して、SMP 規

制または新たな指定電気通信設備などによる規制を考える

べきである。  

【Ｎｏ．１８５ 社団法人テレコムサービス協会】 

○ アクセス回線会社の分離に反対いたします。公正な設備競

争環境の整備を要望いたします。 

アクセス回線会社の分離は、これまでリスクを負って設備投

資を行い「設備競争」及び「サービス競争」を実施してきた事

業者に多大な影響を及ぼすおそれがあります。基本的方向

性にも示されているように事業者間競争は、「サービス競争」

と「設備競争」の両面から促進することが重要であり、アクセ

ス回線の分離等は「設備競争」を否定することであり、結果と

して、「技術イノベーションの阻害」、「インフラの脆弱化」及び

「地方の衰退」にも繋がりかねないことから取るべき選択肢

ではないと考えます。 
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【Ｎｏ．１９６ 東北インテリジェント通信株式会社】 

○ 独占的なブロードバンド基盤の提供主体を設けることは、こ

れまで地域に根付いて基盤整備や利用率向上に尽力してき

た地域系事業者やＣＡＴＶ事業者を撤退に追い込むととも

に、設備投資インセンティブや技術イノベーションを阻害し、

ひいては消費者の選択肢を狭めることになる等、競争環境

や情報通信市場全体に極めて深刻な影響を及ぼすため実

施すべきではない。 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ これまで、設備競争を中心に超高速ブロードバンドサービス

のカバーエリアが増加してきたことを鑑みると、業界努力とし

ての設備競争を無に帰す、ユニバーサルアクセス会社や

NTT機能分離によるアクセス整備の一社対応等の政策選択

は行わず、あくまで設備競争の延長線上での基盤整備を行

うべきである。 

【Ｎｏ．２４３ 株式会社ジュピターテレコム】 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会

社、ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

有料の光ブロードバンド利用率向上のためには、競争による料金

の低廉化、並びに魅力的なサービスやアプリケーションの登場が

必要ですが、このいずれもがＮＴＴ東西殿の構造分離（完全分社

化）を実現することで達成可能であると考えます。 

 

 

上記の意見内容に対する再意見 国営運営の流れを継ぐ市場独占的優位性においてのサ

ービスの発展と当該サービスに付帯する利用の活況

はあり得ないと考えます。 

従って、上記資料に対して同意いたします。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

イ．光利用率向上について（7 ページ目） 

 

上記の意見内容に対する再意見 教員免許を持っている者として、また今後親になる予

定の者として、電子教科書など無料 BB が使えるというソ

フトバンク案はとても魅力的であり、賛同します。 

なぜなら、電子教科書は、文字だけでなく、音声・映像

を組み合わせることで、子供たちの理解を早めたり、興味

関心を惹くことができる等、強力な教育ツールになりえる

有力な存在だと思うからです。 

そして、その実現のためには公平な競争促進が必要で

すが、NTT 東西の光サービスシェアが 74％を超えている

現状をみるに公平な競争がなされているとはとても思え

ません。 

したがって、ADSL の様に、光についても行政のブレー

クスルーが必須であると考えます。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 東日本電信電話株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 別紙のとおり 

意見提出者 別紙のとおり 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

別紙のとおり 

上記の意見内容に対する再意見 別紙の通り 
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 他社意見 当社意見 

基盤整備の在り

方・インフラ技術 

○ 効率的に基盤整備を進めるためには、対象エリアの状況に

応じて、ＦＴＴＨに限定せず、ＷｉＭＡＸ、ＣＡＴＶ、ブロードバンド

携帯電話（LTE 等）などを含め民間の多様な技術の中から最

適なものを活用すべきです。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 「光の道」構想は、FTTH だけではなく、HFC や無線など、多

様なネットワークによる公正な設備競争を軸とし、適切なサ

ービス競争を組み合わせて実現すべきである。 

【Ｎｏ．２４３ 株式会社ジュピターテレコム】 

○ 光（ＦＴＴＨ）は「光の道」を実現する手段の代表例ではありますが、ブロード

バンドの基盤整備においては、数多く意見が出されているとおり、全て光で

実現するものではなく、地理的条件や経済合理性に応じて、ＣＡＴＶや無線

などを含めた多様な技術の中から最適な手段を選択することも必要である

と考えます。 

光による基盤整

備（公的支援の

利用） 

○ 未整備エリアにおける基盤整備は民間事業者による整備を

基本としつつ、引き続き自治体等を通じた公的支援により実

現していくことが適当 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ 整備後の安定的な維持・運用を確保するため、ユニバーサ

ルサービス制度の創設を行うなど、ランニングコストに対する

支援策も講じるべき 

【Ｎｏ．７ 福岡県】 

○ 現在の我が国の財政状況に鑑みれば、安易に公的資金等

の投入を前提とするのは適切でなく、まずは公的資金に頼ら

ない民間主導による効率的な整備スキームを優先的に模索

することが必要と考えます。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ 基盤整備については、国による民間事業者に対する直接的

な支援等を含め、あくまでも民間主導による整備を、自治体

に負担を生じさせない形で進めるべき。 

【Ｎｏ．６４ 音更町】 

○ 基盤整備はあくまで民間ベースの設備競争が基本であり、ＮＴＴ東西は、２０

０１年から２００９年までの間で、約２．７兆円の投資を行い、光のエリアカバ

ー率を９０％まで広げてきました。 

○ 残りのエリアはいわゆる不採算エリアとなりますが、このエリアで光を整備す

る場合には、当社としてはこれまでどおり、国・自治体が推進するＩＲＵ（公設

民営）方式をとることが必要だと考えます。 

当然、サービス提供にあたっては、当社として最大限の努力をしていく考え

です。 

○ 今回の「光の道」構想に関する意見募集において、他の通信事業者や自治

体からも、更なる公的支援を講じてほしい旨の要請があるものと認識してい

ます。 

別紙 
「光の道」構想に関する当社再意見 
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 他社意見 当社意見 

公的支援により

構築したインフラ

の開放について 

○ 公正な競争環境の下、民間事業者の競争を通じて多種多様

なサービスの創出により利用者の需要喚起につながるよう、

ドミナント事業者が利用する公的支援により整備したインフラ

を公正・公平に利活用できる措置についても必要と考える。  

【Ｎｏ．１０４ 北海道総合通信網株式会社】   

○ 公設民営方式とはいえ、公的資金により整備されたアクセス

網を長期に亘って特定の通信事業者が独占することは公正

な競争環境を確保する観点で好しくなく、全ての事業者が公

平・公正に利用できるよう措置すべし、という基本方向に賛

成である。  

【Ｎｏ．２５７ 株式会社長野県協同電算】 

○ 整備されたインフラは、あくまで自治体資産であることから、当該インフラの

貸し出し条件・方法については各自治体にて決定すべき事項と考えます。 

○ また、公的支援により整備されたインフラを事業者に提供するにあたって

は、入札手続き等を経て決定されており、これまで公平・公正に事業者選定

されているものと認識しております。 

○ 現在 NTT 東日本では山間部等の非採算地域において光サ

ービスを行う為に２種の方法で整備をしています。  

１． 住民の一定以上の申込書が出ていること  

２． IRU において自治体が光回線を整備すること 

１の方法では地域住民が必要としていなくても近所付き合い

で申込書を書かされたり等弊害が生じています。  

２の方法では IRU の為民間企業への貸し出しとなっていても

自治体の設備時の発注先が暗に NTT 東日本関連会社と

IRU先がNTT東日本に限られる仕様になっており、他社参入

が困難で公平が保たれていない現状があります。 また、IRU

で借りた NTT 東日本は借りていることを理由にﾀﾞｰｸファイバ

としての貸し出しを拒否しており、この点からしても公平性に

疑問がもたれるものです。 

【Ｎｏ．２２７ 株式会社新潟通信サービス】 

○ ＩＲＵで自治体が構築したインフラを借り受ける場合においては、前述のとお

り、公的支援により整備されたインフラを事業者に提供するにあたっては、

入札手続き等を経て、公平・公正に事業者選定されていると認識していま

す。 

○ なお、当社はＩＲＵ方式によりサービスを提供する場合、自治体等が保有す

る設備を、必要な都度、必要な分だけ借り受けているため、他社へ貸し出し

可能な余剰回線を保有しておりません。 
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ＩＣＴ利活用 

の促進 

○ 超高速ブロードバンドの利用率を向上させるためには、生活

を便利にするツールとの位置付けが強いブロードバンドサー

ビスを、生活必需サービスに昇華させるべく、官・民それぞれ

の立場から利活用策を提案する等して、その利用に向けた

インセンティブを高めていくことが、何より重要であると考え

ます。 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ 日本のブロードバンドは既に「高速かつ低廉な世界最高水

準」と評価されており、利用率の向上のためには、料金よりも

インターネットにおける魅力的なキラーアプリケーションの登

場の方が有効です。 

【Ｎｏ．１８９ 社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 

○ 更に新たな利活用や付加価値の創出を図るためには、行

政・医療・教育など諸分野でＩＣＴ利活用を促進するための規

制緩和を加速させ、利用者に対するインセンティブを高める

仕組みなども含めて各省庁が横断的に取組み、国・自治体

および民間事業者が一体となり利活用を促進する必要があ

ると考える 

【Ｎｏ．１０４ 北海道総合通信網株式会社】 

○ ブロードバンドの利用拡大という総務省の目標を実現するた

めには、オンライン教育、遠隔医療、および電子政府の促進

の取り組みを奨励することが有効となるでありましょう 

【Ｎｏ．１４２ 米国商工会議所】 

○ 利用率の向上に向けては、更なる料金の低廉化を図ること

だけではなく、行政・医療・教育部門等での規制改革や多様

なアイデアによる魅力的なサービスの開発・提供によるＩＣＴ

の利活用促進が重要である。 

【Ｎｏ．４１ 社団法人関西経済連合会】 

○ 数多く意見が出されているとおり、ブロードバンドの普及は、アクセスの環境

のみを整えても進むわけではなく、ＩＣＴ利活用のさらなる推進が必要である

と考えます。 

○ そのためには、サービスの充実と使い易い端末・料金が重要であり、アクセ

ス事業者をはじめ、政府、端末メーカ、アプリケーション・コンテンツプロバイ

ダ、ＩＳＰ等が、それぞれの役割を果たしていくことが必要であると考えます。 

○ 当社としては、今後とも引き続き、ユーザニーズに沿ったブロードバンドサー

ビスを積極的に提供し、世界最高水準のブロードバンド（エリアカバー、利

用、速度）に更に磨きをかけ、使い易い料金でサービスを充実していき、普

及率の向上に貢献していく考えです。 

○ 例えば、諸外国と比べ遅れている、教育・行政・医療等の分野で、生活に密

着したブロードバンドの利活用策を進めていくことが、利用率１００％に近づ

くために重要であると考えており、当社としては、学校ＬＡＮ、自治体クラウ

ド、電子カルテ、レセプトオンライン化等の従来からの取組みを拡大していく

とともに、総務省の「フューチャースクール」を始めとするＩＣＴ利活用の促進

に積極的に貢献していく考えです。 
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○ まず、国は、利活用促進の重点分野である医療、教育、行政

等において、縦割り行政を改めた上で、必要な規制改革を行

い、様々な企業の ICTビジネスへの参入機会を創出するとと

もに、サービス開発競争を一層活発化させるべきである。 

【Ｎｏ．４６ 社団法人関西経済同友会】 

○ 行政の場合、電子政府、教育や医療等の分野において、ＩＣ

Ｔの利活用の促進に向け省庁横断的に取組み、通信設備・

サービス購入におけるエコポイントや電子政府申請料の割

引等といった政策を推進するなどが考えられます。 

【Ｎｏ．１９６ 東北インテリジェント通信株式会社】 

○ 医療分野や教育分野などにおいてインターネット上でのサー

ビス提供／利用を妨げる諸規制を撤廃し、生活に不可欠な

社会手続きをインターネット上で行うようにすれば、国民生活

をより便利にするとともに、利用率が相当程度向上するもの

と考えられます 

【Ｎｏ．２１５ 株式会社ＳＴＮet】 

ブロードバンド未

契約者への公的

サービス提供 

○ 「光の道」整備の際に、各世帯に Wi-Fi 機能を具備するアダ

プタ（ONU/TA）を配布するとともに産学官が連携のうえ、クラ

ウドネットワークを活用した公的サービスの利用環境整備を

推進します。 

具体的には、電子教育、電子医療、電子行政等が、その候

補になるものと考えられ、2015 年の「光の道」整備完了時期

を目途にこれら公的サービスの環境整備を完了させます。 

弊社共の提案は、電子教育、電子医療、電子行政等の公的

サービスを、有料の光ブロードバンド契約の有無に関わら

ず、前述の Wi-Fi 機能付きアダプタを経由して、全ての世帯

において無料で利用可能とするものです。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿の提案は、各世帯へＷｉ-Ｆｉ機能を具備するアダプタを配布す

るとともにクラウドネットワークを活用した電子教育、電子医療、電子行政等

の公的サービスの利用環境整備を２０１５年までに完了するとしています

が、このような全国民に関わる重要な提案は、本来、全体像が示されたうえ

で十分な議論が必要です。 

また、そのために必要な情報が特徴的な部分に限って断片的に述べられて

おり、重要な情報が欠落しているため、このような提案は不適切であると考

えます。 

具体的には、 

①電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービスを国民が利用する仕

組み（提供主体やコスト負担方法等）が不明 

②契約の有無に関わらずすべての世帯において無料で利用可能とする際

の提供主体と敷設コスト負担 
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③アクセスを光ブロードバンドに限定 

④ＩＳＰ利用の契約や料金負担が不明 

⑤サービスや設備の分界点が不明 

等の提案の実現性を大きく左右する重要な点において、全く根拠や考え方

が示されていません。また、この提案の実現には多くの課題解決や相応の

コスト・時間も必要になることが想定されますが、そのような点については

全く触れられていません。 

○ ソフトバンク殿の提案は、端末（アダプタ）からクラウドサービスまでをフルに

垂直統合するものと考えられますが、そうだとすれば、通信事業者だけでな

く、サービス提供事業者等の様々なプレイヤーの存在を無視するものとなり

ます。これまでの日本の情報通信市場におけるサービス提供や競争の在り

方について大きな変更を伴う提案であり、ユーザや事業者を含めた慎重な

議論が必要です。 

マイグレーション ○ 弊社共の提案のポイントの一つは、光アクセス基盤を 100％

敷設するとともに、光回線と比して割高な維持費を発生させ

ているメタル回線を 100％撤去すること、すなわち、ネットワ

ークコストの二重構造を完全に廃し、トータルの維持費を大

幅に削減することにあります。 

このような弊社共の提案に対し、超高速ブロードバンドの需

要がない地方部はメタル回線を残した方が合理的とする意

見もありますが、メタル回線の中でも、特に地方部のメタル

回線の施設保全費は回線長等の関係から都市部に比べて

高額になっており、NTT 東西殿アクセス回線部門の赤字の

ほとんどが地方部で発生していることを考慮すると、地方部

のメタル回線こそ、光回線への置き換えが急務であることは

明白です。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ メタルと光をオーバレイ的に持つことでコスト高となる側面はあるものの、ブ

ロードバンドニーズのないお客様にまで全て光アクセスを敷設するコストや、

４,０００万のメタル電話ユーザがいる状態下において、一気に光にマイグレ

ーションする際に必要となるユーザ対応等の移行コスト等を踏まえれば、こ

の段階でメタルから光に完全に移行させることが一概に経済的であるとは

言えないと考えます。 

○ また、保守コストに着目してみても、メタルを光に完全に巻き取った場合、メ

タルケーブルの減少はありますが、 

①電柱等は、仮にメタルが光に代わった場合でも、なくなるものではないこ

と、 

②光の場合には、ＯＮＵ等の宅内装置の故障対応が必要であり、メタルと比

べて、回線～宅内まで含めた故障に伴う保守コストに大きな差があるわけで

はないこと、 

からすれば、大幅なコストダウンが図れるということにはならないと考えま

す。 
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○ NTT のマイグレーション計画 

ICT タスクフォース殿から、2010 年 8 月末を目途として、NTT

に対して、マイグレーション計画の提出が要請されています

が、提出された計画については可能な限り公開し、国民的な

議論として進めていくことが必要と考えます。 

なお、マイグレーション計画を一般に公開することが困難な

場合であっても、最も影響の大きいステークホルダである接

続事業者に対しての公開は確保して頂けるよう要望します。 

【Ｎｏ．２５８ イー・アクセス株式会社、イー・モバイル株式会

社】 

○ 当社は、コアネットワークをＰＳＴＮからＩＰ網にマイグレーションするにあたっ

て、現行のＩＰ技術のサービスでは提供していない機能・サービス（公衆電

話、ＩＳＤＮ、ＩＧＳ交換機の機能等）の扱い等について、概括的展望を今秋公

表する予定であり、その後、精力的に関係者と協議等を進めていく所存で

す。 
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ソフトバンク殿の

提案について  

○ まず、NTT 東西殿のアクセス回線部門を構造的に分離した

アクセス回線会社を新たに設立し、そのアクセス回線会社が

光アクセス基盤 100％整備の主体を担います。この際、き線

点までの整備のみでなく、各世帯までの光回線を引き込むこ

とを基本としますが、当該整備に係る設備投資額は約 2.5 

兆円と試算しています。 

本設備構築については、5 年間での実現可能性と収益性に

係る検証が必要となりますが、前者については、工事の効率

化により、期限内での対応が可能であり、後者については、

メタル回線の撤去による費用削減効果等により、公的支援

に依らず、アクセス回線会社を黒字経営可能な安定的な事

業体とすることが可能と弊社共は考えています。 

○ メタル回線撤去の具体的な効果としては、現在メタル回線の

維持費として約 7,600 億円、光回線の維持費として約 3,100 

億円、合計 1 兆 700 億円の費用が年間で計上されているも

のを光回線分のみにすることができるため、維持費が年間

約 5,200 億円に縮小します。結果として、約 5,000 億円の費

用削減が可能となります。 

※弊社共試算の詳細は下記を参照ください。 
http://www.soumu.go.jp/main_content/000066001.pdf 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000066002.pdf 

○ （光アクセス基盤 100％整備に要する 2.5 兆円の内訳） 

光アクセス基盤 100％整備に要する費用を試算するに当た

り、弊社共においては、①局内設備、②とう道・き線区間、③

架空配線区間、④引込み線、⑤宅内光回線・機器の 5 つの

区分に分け、費用を積算しています。さらに、⑥離島・その他

については、本土からの距離が離れている等の理由により、

通常より整備コストが高額となることから、局内設備、とう道・

き線区間、架空配線区間において、追加費用を計上してい

ます。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿の試算は、アクセスを全て光化しメタル回線を全て撤去するこ

とで約５,０００億円／年の費用削減ができるとして、光サービスを現在より大

幅に低廉な１,４００円／月で提供し、３,４００億円／年以上の営業利益を計

上できるという内容であると理解しております。 

○ このソフトバンク殿の試算を特に費用面について検証してみると、メタル＋

光コストについて、 

・５年間で２．５兆円の投資をする前提にもかかわらず、光１００％整備後の

減価償却費が▲３４％も低減する、 

・ＮＴＴ東西の保守要員を活用するとしながら、光１００％整備後の施設保全

費が▲６９％も低減する、 

等の結果、約５,０００億円／年の費用削減が可能であるとしています。 

○ しかしながら、費用の内容をつぶさに見てみると、 

①減価償却費については、耐用年数や償却方法を変更することにより、過

少に見積もっている、 

②施設保全費については、メタル撤去後も当然残る電柱や土木設備の費用

を見込んでいない、 

等、極めて実態に合わない非現実的な試算となっています。 

○ また、アクセス回線会社は小売事業を行うとしているにもかかわらず、顧客

管理、移転等の諸異動への対応、料金業務等の営業費用を見込んでおら

ず、論理的整合性に欠ける試算となっています。 

○ これらの影響を考慮すると、約５,０００億円／年もの費用削減は全く実現不

可能であり、その結果、ソフトバンク殿の試算するような、アクセス回線会社

が安定的な黒字経営になるとは、到底考えられません。 

○ 更に、ソフトバンク殿は、光１００％整備に要する投資額を２．５兆円と試算し

ていますが、基盤的設備の維持・更改のための投資を全く見込んでいないと

いった本来考慮すべき事項が含まれていないこと等を踏まえれば、２．５兆

円の投資で光を１００％整備可能とは到底考えられず、この点を考慮すれ

ば、アクセス回線会社の収支は更に悪化するものと考えます。 
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○ 弊社共試算において、アクセス回線会社はメタル回線保全

費や営業費の削減によって、初年度から営業黒字となる会

社で、未整備エリア整備完了後の 6 年目には年間約 4,500

億円のフリーキャッシュフローを生み出します。 光アクセス

基盤 100％整備に要する設備投資額 2.5 兆円のうち、約 2.2 

兆円を社債により調達することを想定していますが、上記の

ようなフリーキャッシュフローを創出可能であることから、民

間での資金調達は十分に可能と考えています。 以上のこと

から、アクセス回線会社においては、公的資金を投入するこ

となしに光アクセス基盤 100％整備が実現可能であり、この

ことが、弊社共提案の最大のポイントになります。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿は、「光アクセス基盤１００％整備に要する設備投資額２．５兆

円のうち、２．２兆円を社債により調達する」とし、その資金調達が可能な理

由として、「アクセス回線会社はメタル回線保守費や営業費の削減によっ

て、初年度から営業黒字となる会社で、未整備エリア整備完了後の６年目

には年間約４,５００億円のフリーキャッシュフローを生み出す。」ことをあげて

います。 

 

しかしながら、前述したとおり、メタル回線撤去により約５ ,０００億円／年の

費用削減が可能というのは非現実的であり、アクセス回線会社が安定的な

黒字経営になるとは到底考えられないことから、資金調達が可能ということ

にはならないと考えます。 

○ アクセス回線会社の整備対象となる回線数は、（略）約 4,200

万回線と推計しています。 

この約 4,200 万世帯に対し、光アクセス基盤を 5 年で整備す

るためには、効率的な工事実施が必要となります。（略） 

しかしながら、地域を指定し、一定の期間において一括で工

事を行うことで、1 施工班当たりの 1 日の工事件数を 3 件に

増やすことが可能となります。 

施工班が年間 240 日勤務を行うと仮定した場合、1 施工班当

たり年間720件の工事が可能となりますので、5年間で 4,200

万回線を整備するためには、施工班は約 12,000 班必要とな

ります。1 施工班の編成は工事従事者 2 名＋ガードマン 1 名

を基本として考えていますが、現在、全国の電気通信工事従

事者の数は約 14 万人となっており、12,000 班の編成が十分

に可能な規模であると言えます。 

以上のことから、12,000 班×720 件/年×5 年＝4,320 万とな

り、約 4,200 万回線の工事は 5 年間で十分可能と考えます。

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ ソフトバンク殿の「約４,２００万回線の工事は５年間で十分可能」という提案

は、以下の観点から無理があり、現実的ではないと考えます。 

① 約４,０００万のメタル固定電話ユーザを５年間で巻取るとした場合に

は、毎年約８００万ユーザを光に巻取る必要が生じ、現行の工事稼動を２

倍以上にする必要があること。そのため、工事要員を確保し、研修・訓練

等を実施する必要がありますが、このような体制構築には相当の期間が

必要となること。 

② 仮に工事稼動を確保できたとしても、オール光化後の６年目以降には

工事が激減することから、確保した工事要員をどうしていくかといった問

題や工事業界の事業継続性の問題が発生すること。 

③ 電気通信工事従事者が１４万人いることを以って、２．４万人（２名／班

×１２,０００班）の工事要員を確保することが可能であると主張しています

が、「１４万人」は電気通信工事を営む会社の全従業員数であって、光ア

クセスの開通工事に従事する者はごく一部であり、それ以外の従業員が

大半であるという事実を無視しており、極めて乱暴な議論であること。 
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線路敷設基盤の

利用条件の見直

しについて  

○ ケーブルテレビ事業者は、線路敷設基盤を保有しない状態

で、今まで設備競争を行ってきた。体力のある通信大手キャ

リアと異なり、規模の小さいケーブルテレビ事業者が、一社

一社のカバーエリアは狭いながらも業界全体で世帯カバー

率、88％まで設備を整えられたことは、電気通信業界におい

て、設備競争をより活発に行うことが可能であることの証明

であると考える。 

【Ｎｏ．２４３ 株式会社ジュピターテレコム】 

○ 一部では電柱等を持たない事業者はインフラ整備が困難で

ある、ということが全国 1 事業者 1 方式によるインフラ整備

の理論の根拠となっているようですが、我々ケーブルテレビ

事業者は大手通信事業者と比べると遥かに脆弱な企業規模

でありながら、粘り強く、歯を食いしばりながらネットワークを

構築し、サービスを提供してきました。結果として利用者から

見たブロードバンドサービスは 1 事業者に偏ることなく、多

様化し、サービス品質の向上と利用料の低減を実現してきた

ものと確信しています。この事実を鑑みれば、大手通信事業

者のインフラ整備参入は不可能ではなく、むしろ競争原理の

最大化により、更なる利用料の低減や、サービス品質の向

上が期待できます。 

【Ｎｏ．２４５ 株式会社ニューメディア】 

○ ジュピターテレコム殿のご意見によれば、ＣＡＴＶ業界全体の世帯カバー率

が既に８８％に到達しているとのことですが、この事実は、意欲のある事業

者であれば、線路敷設基盤を持たない事業者でも、現在の環境下で自前ネ

ットワークを構築することが十分可能という証左であり、線路敷設基盤は十

分にオープン化されていると考えております。 

○ さらに、当社としては、線路敷設基盤をより利用しやすい環境づくりを進めて

いく考えであり、例えば、WEB による電柱添架申請の受付(２０１０年１２月開

始予定)や、管路貸出に関する個別契約の書面廃止（２００９年９月実施）等

に取り組んでおります。 

○ 一方で、国や自治体におかれましても、道路占用許可手続の緩和等、多く

の事業者が自前で設備構築を行いやすい環境作りに向けた取り組みを推

進いただきたいと考えております。 

○ また、当社は地中化エリアについても、当社が所有する管路については、引

き込み部分も含めて、空きがあれば他事業者へ貸し出しております。 

 

○ 「光の道」の実現においては、これまでの設備競争を導入し

た成果を否定することなく、一層の競争促進策により、サー

ビス多様化、料金の低廉化を図ることを基本とすべきです。 

具体的には、以下に挙げるような線路敷設基盤（管路・とう

道・電柱等）の利用条件の見直しが必要です。 

・道路占用許可手続の緩和 

・電柱共架・添架承諾手続の緩和 

・都市部の地中化エリアにおける引込み線の開放 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 
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 他社意見 当社意見 

光ファイバの利

用に係る自他同

等性について  

○ NTTの光ファイバー貸し出しはNTTが利用した後の残りを貸

し出すという、まず最初に NTT が利用し、残り物を貸してや

るという現実がある。そのため、地域を接続する経路はあっ

ても光ファイバーは利用が満杯で新たに利用しようとしても

できない事例が多い。利用状況の実態はプライバシーなどを

理由にまったく不明である。 

○ 空きのない光ファイバーであっても、波長多重を行えば簡単

に太い必要なパイプを作れるので NTTの貸出で「D」とされる

エリアでは借り受け人は要請があったら波長多重を受け入

れ、コストを按分して安価に通常の光ファイバー程度で利用

できる対策を法制化する。 

【Ｎｏ．２３９ ソネット株式会社】 

○ 中継ダークファイバの利用状況が不明というご指摘と認識しておりますが、

当社の中継ダークファイバに関する空き情報の開示や利用手続きなどにつ

いては、接続約款等にその内容を定め、適切な対応を行っているところで

す。 

○ 現行の接続ルールは、既設設備に余裕がある場合に貸し出すルールであ

り、当社が自ら使用しない設備まで設置することを強制するものではないと

考えます。 

○ なお、当社は当社が設置した光波長多重装置（以下、ＷＤＭ装置）の貸出

ルールを、２０１０年３月に接続約款の認可を受けて整備しております。 

また、当社が自ら使用しないＷＤＭ装置の設置を義務付けることは、２００９

年１０月の「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方につ

いて」の情報通信審議会の答申で、「ＷＤＭ装置の設置を義務化することは

適当ではない」と示されており、適当でないと考えます。 

ＮＴＴ東西と接続

事業者との手続

き等のイコール

フッティング 

○ 現状でもＮＴＴ東・西が保有する設備のボトルネック性に着目

した第一種指定電気通信設備について接続ルール等が課さ

れていますが、ダークファイバー等の利用における手続・リ

ードタイムの非同等性や競争事業者の接続情報の不正流用

の問題などが存在しており、現行のルールでは公正な競争

を行うための環境としては不十分です。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

【ダークファイバ等の利用における手続き・リードタイム】 

○ 当社は、ダークファイバ等の利用手続きにおいて、当社利用部門と他事業

者とは同等に取り扱っており、これは電気通信事業法や接続約款に規定さ

れているところです。 

【接続情報の取扱い】 

○ 当社は、他事業者から提供された接続情報の取り扱いについては、ファイア

ウォールを徹底するため、２０１０年３月に総務省へ実施計画を提出し、厳正

に対処するための取組みを着実に実施しているところです。 

○ 具体的には、他事業者情報の不適切な取扱いが生じる余地を一切残さない

厳格な仕組みの構築に向けて、５月に営業部門における他事業者情報の

閲覧を原則不可とするシステム上の措置を講じ、６月にはＳＯ処理業務のう

ち、他事業者情報を取り扱う業務を営業部門から分離して設備部門へ移管

する等、実施しております。 
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 他社意見 当社意見 

○ ① 現行の接続ルールの強化 

－ＮＴＴ東・西のダークファイバーを含むアクセス網につい

て、これまで以上に開放ルールを徹底するとともに、その開

放状況について監視体制を強化 

（具体例：ＮＴＴ東・西がマンションの棟内に設置した光ファイ

バーの競争事業者への開放義務化が急務） 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

【屋内配線の相互転用】 

○ 当社は、光屋内配線の相互転用に向けて、ご要望いただいたＫＤＤＩ殿と、

まずは両社で敷設実績のある戸建て向け光屋内配線について、具体的な

申込み手続き、工事方法等について協議を重ね、２０１０年６月に、既設の

戸建て向け光屋内配線を転用する場合の工事費について認可申請をした

ところです。 

なお、マンション向け光屋内配線の転用については、ＫＤＤＩ殿も最近光配線

方式で敷設する取組みを開始されたようですが、実際に相互転用に向けた

環境が整っているということであれば、相互転用に向けた協議を始めさせて

いただきたいと思います。 

ＮＧＮオープン化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 米国では、高速大容量の光ファイバー網を構造分離・機能

分離・オープン化する規制ではなく、規制を軽微に留めて設

備ベースの競争を促す方針が一貫して採られています。 

○ このように、日本においては、さらなる規制負担によって高度

通信網への設備ベースの投資を阻害するのではなく、現存

するオープン化規制などの障壁を取り除くことを検討する必

要があると考えられます。米国には、高度通信網のオープン

化規制が存在しません。 

【Ｎｏ．１４３ 米国電気通信協会】 

○ ブロードバンドの利活用を促進し「光の道」を実現するために

は、冒頭に述べたように、あらゆるレイヤーのプレーヤーが

多様なサービスを自由に提供できる環境を整え、競争を活

性化する必要があります。そのため、他の通信事業者のみ

ならず、アプリケーション、ソリューション等のプロバイダーが

求める各レイヤーにおいて、ボトルネック設備のみならず

NGN を始めとするボトルネック設備と一体となって機能する

設備をオープン化し、多様なレイヤーの事業者がユーザー

に多彩なサービスが提供できる環境を整えることが今後も重

要であると考えます。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 当社は、ドライカッパ、ダークファイバ、局舎コロケーション、電柱・管路の開

放等、積極的にネットワークのオープン化を推進してきた結果、他事業者が

自前でネットワークを構築できる環境が十分整っていると考えております。 

現に、意欲ある事業者は、独自のＩＰネットワークを自ら構築し、多種多様な

ブロードバンドサービスの提供を自ら行い、ブロードバンドユーザを多数獲

得されている環境下にあり、ブロードバンド市場における当社のシェア(２０１

０年３月末)は５５．８％、特に首都圏では東京都で４９．５％、神奈川県で  

４７％と熾烈な競争が展開されています。 

○ したがって、電話の時代とは異なり、ブロードバンドのネットワーク構造は、

それぞれエンドユーザを抱える独立したＩＰネットワーク同士で接続する構造

になっており、ブロードバンド市場に、従来の電話を前提とした規制を持ち

込むことなく、ＮＧＮ等のＩＰ網については、米国と同様に、原則非規制として

いただきたいと考えます。 

○ なお、当社のＮＧＮにおいては、当初からインターフェース条件（ＮＮＩ、ＳＮＩ、

ＵＮＩ）を開示するなど、オープン化に努めているところであり、多様な事業者

がＮＧＮに接続できる環境は整っていると考えております。 

むしろ、ＫＤＤＩ殿をはじめとして、独自のＩＰネットワークを自ら構築されてい

る他事業者においても、インターフェース条件やその他接続条件等を開示

し、オープン化に努めていただきたいと思います。 
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 他社意見 当社意見 

ＮＧＮプラットフォ

ームオープン化 

○ ＩＰ時代の新たなボトルネックとなり得るＮＧＮ上の機能につ

いて、競争事業者が同等のサービスを提供できるよう、多様

な階梯で接続点を設け、ユーザー単位で公正に開放するこ

とが必要であると考えます。 

具体的には、認証、ＱｏＳ、帯域制御、位置固定等のＮＧＮの

機能を開放し、ＮＧＮ網に収容される加入者が、ＮＴＴ以外の

事業者が提供する電話、放送、ＶＯＤ、ＶＰＮなどのサービス

を、簡素な手続により適正な価格で利用できるようにすべき

です。 

これにより、様々な事業者がＮＴＴのＮＧＮの仕様に縛られる

ことなく、多様なサービスを提供することが可能となり、ユー

ザーにより多くの選択肢と技術イノベーションの成果をもたら

すことが可能となります。 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

○ ＮＧＮ上での公正競争を活性化させるためには、通信キャリ

アの垂直統合モデルではなく、プラットフォームレイヤを開放

して複数のプラットフォーム事業者が競争する環境を構築す

べきである。また、NGN だけでなく、今後構築される次世代

の移動体網でも同様にプラットフォームレイヤが開放される

ことが、FMC サービスの促進につながる。 

【Ｎｏ．１８５ 社団法人テレコムサービス協会】 

 

 

○ 当社は、当社のＮＧＮ上で、お客様が多様なサービスを更にご利用していた

だけるようにしていきたいと考えておりますが、帯域制御機能や認証・課金

機能等のプラットフォーム機能については、国際標準が定まっておらず、他

事業者からの具体的な接続要望もないのが実情です。 

○ したがって、まずは、要望される事業者において要望内容を具体化していた

だき、当社としては、その実現方法については、国際標準化動向も踏まえ、

ＮＮＩによるアンバンドルだけでなく、ＵＮＩやＳＮＩでの提供を含め、できる限り

早期かつ低廉に実現できる方法で対応していきたいと考えます。 

○ また、プラットフォーム機能については、将来現れるサービスの芽を摘むこ

とがないように、あらかじめ規制するのではなく、事業者間の創意工夫に委

ねることが重要であると考えます。 
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 他社意見 当社意見 

光アクセス上の

ラインシェアリン

グ 

○ NTT 東西のフレッツ光では、0ABJ-IP 電話、インターネットア

クセス、放送サービスについて、NTT 東西のプラットフォーム

上でのパッケージモデルとなっているため、個々のサービス

単位での事業者の参入が事実上不可能な状況になっていま

す。短期間で急速に普及した ADSL 市場を例に挙げると、メ

タルのラインシェアリング実現と新規事業者の参入によるサ

ービス競争の活発化がその要因であることは明らかであり、

光アクセスにおいても同様に、光アクセス基本料を設定し、

利用者がサービス毎の事業者選択を可能としてビジネスモ

デルの多様化を推進することが必要と考えます。なお、光ア

クセスを基本料金化した上で、同一光アクセス上で複数の事

業者によるサービス提供を可能とし、利用者がニーズにあっ

たサービスを選択出来る先取的な形態を実現すれば、サー

ビス競争の進展は期待出来ると考えます。 

【Ｎｏ．２５８ イー・アクセス株式会社、イー・モバイル株式会社】 

○ 当社は、ドライカッパ、ダークファイバ、局舎コロケーション、電柱・管路の開

放等、積極的にネットワークのオープン化を推進してきた結果、他事業者が

自前でネットワークを構築できる環境が十分整っていると考えております。 

現に、意欲ある事業者は、独自のＩＰネットワークを自ら構築し、多種多様な

ブロードバンドサービスの提供を自ら行い、ブロードバンドユーザを多数獲

得されている環境下にあり、ブロードバンド市場における当社のシェア(２０１

０年３月末)は５５．８％、特に首都圏では東京都で４９．５％、神奈川県で ４

７％と熾烈な競争が展開されています。 

○ したがって、電話の時代とは異なり、ブロードバンドのネットワーク構造は、

それぞれエンドユーザを抱える独立したＩＰネットワーク同士で接続する構造

になっており、ブロードバンド市場に、従来の電話を前提とした規制を持ち

込むことは不適切であると考えます。 

分岐端末回線単

位の接続料設定 

○ ＮＴＴが整備済みの光ファイバー基盤をユーザ単位に貸し出

す（いわゆる「一分岐貸し」）方式は、それを借りる事業者に

とっては設備を「つまみ食い」することで特定のユーザに対し

ては安価にサービス提供できますが、そうした設備を全体と

して運用するＮＴＴや、同様に投資リスクを負って設備を自ら

構築しているＣＡＴＶ事業者や地域系通信事業者にとって

は、きわめて不公平な競争を強いられることになります。こう

した「正直者が馬鹿を見る」制度は、投資意欲の低下によっ

て中長期的にわが国の通信サービスの発展を妨げる一方、

そうした地方で努力する事業者の退出によって地域経済の

衰退にもつながります。  

さらに「一分岐貸し」を一旦導入しますと、設備･技術面での

変更にあたっては設備を共同で利用している複数の事業者

とすべての契約者の同意が必要になり、現実的には変更は

困難です。これは技術のイノベーションを止めてしまうことを

意味しており、ひいてはサービス面での進歩も停滞させるこ

とになります。こうしたことから利用料金の低廉化のみに注

目するのではなく、従来どおり設備競争とサービス競争をバ

○ 当社としては、これまで主張してきたとおり、ＯＳＵの共用については、 

①今後のサービスの多様化や新サービスの提供が困難になること、 

②現在よりも、提供コストがかさみ、サービス品質が低下すること、 

から、実施する考えはありません。 

当社が共用しなくても、他事業者間で効率的なサービス提供を行うことは

十分に可能であることから、ＯＳＵ共用を要望する事業者間で共用を実施

すればよいものと考えます。 

○ また、ＯＳＵ共用をしない場合であっても、１分岐当たりの光の接続料を設定

すべきとの意見については、接続料金は設備の利用実態（１ＯＳＵ、１主端

末回線を専有）とコストに基づき設定すべきものであり、不適切であると考え

ます。 

○ なお、ＳＴＮet 殿、ケイ・オプティコム殿といった自ら設備を構築している電力

系事業者等からも、設備競争やサービス競争の促進に支障をきたすもので

あり、実施すべきではないとの意見が出されているところであります。 
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 他社意見 当社意見 

ランスさせた政策の舵取りをお願いします。  

【Ｎｏ．２１５ 株式会社ＳＴＮet】 

○ 光回線の１分岐単位での貸出し要望等、大手事業者であっ

ても自ら設備構築を行わず、 「如何にリスクなく安い価格で

設備を借りるか」に注力する傾向が強まっており、サービス

競争の源泉であり、生活・企業活動の国内基盤であるインフ

ラの充実が軽視されつつあると感じております。  

現状、ＮＴＴダークファイバ開放・局舎コロケーション等、十分

設備開放が進んでおり、設備投資リスクを負わないという点

において、設備を借りる事業者は、設備構築を行う事業者に

比べて、既に優位な状況にあることから、ＮＴＴ東西における

アクセス分離はもとより、光回線の１分岐単位での貸出しと

いった、さらなる設備開放を目的とした施策を講じる必要は

ないと考えます。 

特に、光回線を１分岐単位で貸し出すことは、設備を借りる

事業者にはリスクが発生しない一方、貸し出す事業者だけ

がリスクを負うといったバランスを欠いた仕組みであるため、

競争環境の歪みを増長し、結果的に利用率向上に向けた事

業者の意欲を削ぐおそれがあります。  

また、設備共用を前提とした場合、いずれの事業者にも技術

イノベーションに対するインセンティブが働かず、アクセス網

の高度化・多様化が停滞し、ひいては利用者利便の向上に

も繋がらないと考えております。  

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ 現在の NTT 東西の光アクセスのアンバンドルルールでは、

光ファイバ 1 芯単位、もしくは 8 分岐単位毎での接続となって

いるため、収容効率が見込めない新規参入事業者では、料

金競争力を保つことが出来ず（接続料金と利用者料金の実

質的な逆ザヤが発生）、実態上の参入障壁となっています。 

そのため、従来議論されてきた OSU の共用を行わない場合

であっても、分岐端末回線単位（主端末部分含む）での接続

料の設定を行うことにより、低廉化を実現すべきと考えます。 
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なお、その場合、実現すべき料金水準としては、メタル系サ

ービスからの移行インセンティブを向上させることを踏まえ、

ドライカッパの接続料と同等の経済的条件を確保出来るよ

う、接続料の設定を行うことが必要と考えます。 

【Ｎｏ．２５８ イー・アクセス株式会社、イー・モバイル株式会社】 

ＮＴＴグループへ

のドミナント規制

と組織問題 

○ ＮＴＴグループの司令塔となっている持株会社を廃止し、ＮＴ

Ｔグループを解体するなど抜本的な構造改革が必要です

が、実現に時間がかかる、あるいは株主の理解が得られな

い等の理由で実現が困難であるとすれば、次善の策として

総合的な市場支配力に着目した新たな競争政策の導入を早

期に実施すべきと考えます。 

具体的には、固定・移動等のサービス市場毎に市場支配力

を認定し、現状のアンバンドル規制や接続料規制に加えて

競争状況に応じた適切な事前規制を発動し得るように制度

を整えることが必要です。 

（例：市場支配力を有する事業者によるＦＭＣサービスの提

供、グループ会社間での人事交流や顧客情報の共有、子会

社を通じた事実上の規制適用回避等を禁止） 

【Ｎｏ．２６７ ＫＤＤＩ株式会社】 

 

○ 営業子会社への顧客情報流出問題に見られるように、ＮＴＴ

各社が子会社と一体となって営業活動を行うなど、優越的地

位を濫用してサービス分野での競争状況を歪めることのな

いように、NＴＴ法の趣旨を踏まえて監視することが必要で

す。  

ＮＴＴの経営形態についてはこれまでと同様、いかに公正な

競争状況を確保するかという点がきわめて重要であると考え

ます。ＮＴＴ主要各社は各分野における「ドミナント事業者」で

あり、そうしたドミナント事業者が影響力を行使して、不公正

な状況を生み出すことのないよう、引き続き注視すべきで

す。その点で前述のような優越的地位の濫用の防止の観点

に立ち、子会社まで含めたドミナント規制の運用にするなど、

【ドミナント規制について】 

○ 当社は、これまでも法令等を遵守し、公正競争の確保や設備の徹底したオ

ープン化に努めており、市場支配力の濫用等の問題は生じておらず、追加

的な規制は必要ないと考えます。 

○ むしろ、競争政策としては、問題が生じた際に事後的に解決していくという

方向に転換し、ブロードバンド・ＩＰ市場において多様化・高度化するお客様

ニーズに迅速かつ柔軟に対応できるよう、電話時代の規制を見直し、原則

自由な事業展開を行わせることによって、新たな市場創造やイノベーション

を促すことが重要と考えます。 

【活用業務について】 

○ 当社は活用業務の実施にあたって、ＮＴＴ法、「東・西ＮＴＴの業務拡大に係

る公正競争ガイドライン」、活用業務認可時の認可条件等を遵守しており、

公正競争上の問題は生じていないものと考えます。 

○ 当社は、今後もお客様のより高度で多様なニーズに対応した多彩なブロー

ドバンドサービスを提供していく考えです。 

【アクセス保有部門の構造分離】 

○ ＮＴＴの組織の在り方については、ブロードバンドの利用率向上とは無関係

であり、機能分離や構造分離を行っても普及が進むわけではなく、かえって

イノベーションを阻害し、経営の効率性の観点でマイナスとなり、企業価値

を損ねる上、ブロードバンド普及の観点や健全な競争という観点からも得策

ではないことから、機能分離や構造分離は決して取るべき選択肢ではない

と考えます。 
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より実効的なドミナント規制が必要であると考えます。  

ＮＴＴ組織見直しにおいても、例えばモバイル／固定や回線

／ＩＳＰといった異なる分野で統合が行われた場合には、分

野をまたがる巨大なドミナント事業者が誕生し、設備･サービ

ス両面において競争状況が阻害されることになり、中長期的

に健全な発展にはつながらないと考えます。  

【Ｎｏ．２１５ 株式会社ＳＴＮet】 

○ ケーブルテレビ事業者としては、ＮＴＴグループが今後圧倒

的な市場シェア等を利用して不適正な事業運営を行う可能

性が高まるような経営形態のオプションが選択されることの

ないよう要望するとともに、将来的に何らかの定期的な市場

構造のモニタリングや必要があれば是正策が講じられる仕

組み等が必要と考えます。 

【Ｎｏ．２８１ 社団法人日本ケーブルテレビ連盟】 

○ ＮＴＴグループについては、公社時代の企業イメージや強大

な資金力から、圧倒的に優位な立場にありますが、さらにＮ

ＴＴグループ自身が自らに対する規制を形骸化させる事業活

動を展開することによって、競争環境に歪みを生じさせてお

ります。 

特に、「グループドミナンスの発揮」、「規制の適用されない

県域子会社等を通じた営業活動」、「活用業務によるなし崩

的な事業拡大」が問題であると考えますので、まずはこれら

を是正することが必要であります。 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ NTT 東西のアクセス回線部門を構造的に分離した民間の整

備・運営会社（以下、「アクセス回線会社」という。）を新たに

設立し、そのアクセス回線会社が光アクセス基盤 100％整備

の主体を担います。この際、き線点までの整備のみでなく、

各世帯までの光回線を引き込むことを基本とします。 

 

有料の光ブロードバンド利用率向上のためには、競争による

料金の低廉化、並びに魅力的なサービスやアプリケーション

○ また、アクセス回線会社を分離し、当該会社が一元的に基盤整備を担うこと

は、上記に加え、これまで当社と設備競争をしてきた電力系事業者やＣＡＴＶ

事業者の事業運営にも大きな影響を及ぼすおそれがあると考えており、現

に電力系事業者・ＣＡＴＶ事業者等からもアクセス回線分離に否定的な意見

が多数提出されていることからも、取るべき選択肢ではないと考えます。 
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の登場が必要ですが、このいずれもがＮＴＴ東西の構造分離

（完全分社化）を実現することで達成可能。 

まず、構造分離を実現することで、NTT 東西がボトルネック

設備であるアクセス網と一体で事業を行うことで接続事業者

の競争を制限してきた不公正な競争環境がほぼ完全に是正

されることになります。 

また、構造分離により新設されたアクセス回線会社は、NTT

東西のサービス部門とは資本関係もなくなるため、純粋に設

備稼働率向上を目指し、全ての接続事業者に公平な接続条

件を提供することとなります。 

その結果、低廉な光アクセス回線料をベースとした上位サー

ビスでの競争が活性化し、光ブロードバンドサービス料金の

低廉化が促進されます。なお、弊社共では、競争活性化によ

り、光ブロードバンドサービスの料金は、現行の ADSL 以下

になるものと想定しています。 

【Ｎｏ．２６９ ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム

株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社】 

○ 複数の通信キャリアの競争により、多様なネットワークサー

ビスが提供される環境を創るために、ＮＴＴの光アクセス網を

分離して複数の通信キャリアが NGN のネットワークサービス

を提供する環境を構築すべきである。 

（略）なお、アクセス網を分離した後の NTTに対して、SMP 規

制または新たな指定電気通信設備などによる規制を考える

べきである。  

【Ｎｏ．１８５ 社団法人テレコムサービス協会】 

○ アクセス回線会社の分離に反対いたします。公正な設備競

争環境の整備を要望いたします。 

アクセス回線会社の分離は、これまでリスクを負って設備投

資を行い「設備競争」及び「サービス競争」を実施してきた事

業者に多大な影響を及ぼすおそれがあります。基本的方向

性にも示されているように事業者間競争は、「サービス競争」

と「設備競争」の両面から促進することが重要であり、アクセ
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ス回線の分離等は「設備競争」を否定することであり、結果と

して、「技術イノベーションの阻害」、「インフラの脆弱化」及び

「地方の衰退」にも繋がりかねないことから取るべき選択肢

ではないと考えます。 

【Ｎｏ．１９６ 東北インテリジェント通信株式会社】 

○ 独占的なブロードバンド基盤の提供主体を設けることは、こ

れまで地域に根付いて基盤整備や利用率向上に尽力してき

た地域系事業者やＣＡＴＶ事業者を撤退に追い込むととも

に、設備投資インセンティブや技術イノベーションを阻害し、

ひいては消費者の選択肢を狭めることになる等、競争環境

や情報通信市場全体に極めて深刻な影響を及ぼすため実

施すべきではない。 

【Ｎｏ．２２４ 株式会社ケイ・オプティコム】 

○ これまで、設備競争を中心に超高速ブロードバンドサービス

のカバーエリアが増加してきたことを鑑みると、業界努力とし

ての設備競争を無に帰す、ユニバーサルアクセス会社や

NTT機能分離によるアクセス整備の一社対応等の政策選択

は行わず、あくまで設備競争の延長線上での基盤整備を行

うべきである。 

【Ｎｏ．２４３ 株式会社ジュピターテレコム】 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 日本テレコムネットワークシステムズ株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

これからの高度情報化社会において、情報へのアクセス

は国民生活にとって、より一層重要性を増していくもので

あることから、全国民が平等に情報を享受することを可能

とする「光の道」は、新しい基本的人権とされるべき情報

アクセス権を担保するインフラとして、当然整備されなけ

ればなりません。 

上記の意見内容に対する再意見 地域や生活水準によって情報格差があってはいけませ

ん。全ての国民に光インフラを利用できる選択肢を与える

べきであり、本意見に賛同します。 

 

 

 

 

※なお、「提出された意見内容（該当部分）」につきましては、他に同様の意見を行っている事業者もおり

ますので、そちらの引用でも構いません。 

 

No.22 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人  

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 40 

意見提出者 個人 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

１、 社会インフラコスト観点から、地域間格差は容認すべ

き。 

２、 国内での公正競争を行うことが、国家政策。 

長期戦略から、NTT 弱体化は良くない 

 

上記の意見内容に対する再意見 １、地域間格差は不要。公設民営ベースで検討すべきで

なく、如何に格差ない社会のために、且つ、税金投入

せずに出来るかを検討すべきと考える。 

２、公正競争であれば、NTT 弱体化はよくないという意見

はおかしい。公開討論、情報公開にて、OPEN な競争

促進を期待するとともに、消費者を見たサービス提供

を望む。 

 

 

 

No.23 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 zoome 株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

ＮＴＴ東西殿の構造分離による公正な競争環境の実現

が、事業者間の競争を活性化し、光ブロードバンドの料

金が現在よりも低廉なものになり、これらの相乗効果に

より、有料の光ブロードバンドの利用率の向上も期待さ

れます。 

上記の意見内容に対する再意見 インフラの整備、通信の高速化により更にブロードバン

ドコンテンツ（主に動画）の流通が図れます。サービス

の品質向上、低価格化により、ユーザーメリットも増大

し、利用者層の増加を見込むことができます。 

今後のブロードバンドのあるべき姿を追求すると、公正

な競争は不可欠であり、ＮＴＴ東西の構造分離による公

正な競争環境の実現は、サービス競争を進展させるも

のと考えます。 

 

 

No.24 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 No.267 

意見提出者 ＫＤＤＩ株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

効率的に基盤整備を進めるためには、対象エリアの状況

に応じて、ＦＴＴＨに限定せず、ＷｉＭＡＸ、ＣＡＴＶ、ブロー

ドバンド携帯電話（LTE等）などを含め民間の多様な技

術の中から最適なものを活用すべきです。 

上記の意見内容に対する再意見 ブロードバンドを基礎インフラ＝ライフラインと位置づける

のであれば、WiMAX 等の無線通信は天候や建築物の

影響を受けやすく安定感を欠くと思われます。 

また、電波帯域の有効利用の観点からも、まずは有線で

の通信を検討すべきと考えます。 

 

 

 

No.25 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

※下記は全てソフトバンク社の意見に対する再意見となっております。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

これからの高度情報化社会において、情報へのアクセス

は国民生活にとって、より一層重要性を増していくもの

であることから、全国民が平等に情報を享受することを

可能とする「光の道」は、新しい基本的人権とされるべ

き情報アクセス権を担保するインフラとして、当然整備

されなければなりません。 

 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛成です。 

情報へのアクセスに恵まれているか否かが格差社会の

一因になっているように思います。格差を是正するため

にも、全国民が等しく情報を享受することの出来る環境

を整備することが必要と考えます。フィンランドのように

ブロードバンド接続を国民の基本的権利とすべきと考

えます。 

 

 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

弊社共の提案のポイントの一つは、光アクセス基盤を

100％敷設するとともに、光回線と比して割高な維持費を

発生させているメタル回線を 100％撤去すること、すなわ

ち、ネットワークコストの二重構造を完全に廃し、トータル

の維持費を大幅に削減することにあります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛成です。 

光サービスの料金が高止まりしている理由の一つは、「メ

タルと光の二重構造になっており、メタルの維持費が高額

となっているため」と理解しています。光サービスの料金

を低廉化し利用率を上げるためにも、メタル回線を撤去

し、維持費を削減する必要性があると考えます。 
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「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

弊社共の提案は、電子教育、電子医療、電子行政等の公

的サービスを、有料の光ブロードバンド契約の有無に関

わらず、前述のWi-Fi 機能付きアダプタを経由して、全て

の世帯において無料で利用可能とするものです。 

すなわち、全世帯への Wi-Fi 機能付きアダプタの設置、

及び電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービスの

利用環境整備により、2015 年の「光の道」整備とともに、

有料・無料を含め光ブロードバンドのアダプション 100％

が達成されることとなります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛成です。  

インフラを 100％敷設したとしても、その上に乗るコンテン

ツが充実していなければ意味がありません。老若男女問

わず全国民が利活用できる、魅力的なサービスを整備す

る必要があると考えます。電子教育、電子医療、電子行

政等の利用環境の整備、そしてそれを無料で利用できる

仕組みが必須と思います。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

NTT 東西殿の構造分離を推進することで、公正競争環境

の整備、それによる競争の活性化、それらの結果として

の料金低廉化・魅力的なサービス・アプリケーションの登

場といった望ましいサイクルが生まれることとなります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛成です。  

料金を低廉化し利用率の向上を図るためには、事業者間

の自由な競争が不可欠と考えます。FTTH 市場における

NTT 東西の独占が続く限り、料金の低廉化は望めませ

ん。NTT 東西のアクセス部門の構造分離及び NTT グル

ープ各社の完全な資本分離を実施し、公正な競争環境を

実現することが必要と思います。 

 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者  

提出された

意見内容 

（該当部分） 

前述のとおり、有料の光ブロードバンド利用率向上のた

めには、競争による料金の低廉化、並びに魅力的なサ

ービスやアプリケーションの登場が必要ですが、このい

ずれもがＮＴＴ東西殿の構造分離（完全分社化）を実現

することで達成可能であると考えます。 

まず、構造分離を実現することで、NTT 東西殿がボトル

ネック設備であるアクセス網と一体で事業を行うことで

接続事業者の競争を制限してきた不公正な競争環境

がほぼ完全に是正されることになります。また、構造分

離により新設されたアクセス回線会社は、NTT 東西殿

のサービス部門とは資本関係もなくなるため、純粋に

設備稼働率向上を目指し、全ての接続事業者に公平な

接続条件を提供することとなります。その結果、低廉な

光アクセス回線料をベースとした上位サービスでの競

争が活性化し、光ブロードバンドサービス料金の低廉

化が促進されます。なお、弊社共では、競争活性化に

より、光ブロードバンドサービスの料金は、現行の

ADSL 以下になるものと想定しています。 

加えて、料金の低廉化による有料光ブロードバンドサー

ビスの普及は、サービスやアプリケーションの開発市

場を活性化することとなり、その市場においても競争が

活性化し、より魅力的なサービス・アプケーションを登

場させることになります。 

すなわち、NTT 東西殿の構造分離を推進することで、公

正競争環境の整備、それによる競争の活性化、それら

の結果としての料金低廉化・魅力的なサービス・アプリ

ケーションの登場といった望ましいサイクルが生まれる

こととなります。 

 

上記の意見内容に対する再意見 光アクセスが整備されているにもかかわらず、なぜ

利用率が 30％程度に留まっているのか。 

そこまでの速度が必要ない、料金が高い、と様々な

意見があるのかと思いますが、結局のところ根本にあ

るのは、「対価を払うだけの魅力あるサービスが無
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い。」と感じている人が多いということだと思います。 

現状、光のアクセスについては、ほぼＮＴＴ東西の寡

占状態であり、公正な競争環境であるとは言い難く、そ

れによってさまざまなサービスの可能性が阻害されて

いる状態ともいえます。 

ソフトバンクの提案するようにアクセス部門を完全分

社化し、他社にも公正に開かれた市場にすることで、競

争が活性化し、それが料金の低廉化・魅力あるサービ

スの開発へとつながることで、利用率の向上につなが

るのではないかと思います。 

  よって、ソフトバンクの意見に賛同いたします。 

 

 

 

 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 No.269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会

社、ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

ア．光アクセス基盤整備の在り方 

現在の我が国の財政状況に鑑みれば、安易に公的

資金等の投入を前提とするのは適切でなく、まずは公

的資金に頼らない民間主導による効率的な整備スキー

ムを優先的に模索することが必要と考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 公的資金等の投入による光アクセス網の整備は、現

在の我が国の財政状況を鑑みれば適切ではなく、仮に

公的資金等を投入することとなった場合、政治的背景

に大きく左右されることになり、日本の国益となり得る

情報通信産業の可能性を著しく阻害する恐れがあると

思います。景気回復等への牽引役となり得る産業の活

性化こそが急務であることは明らかであり、情報通信

産業を中心に ICT 化等を通じて産業を活性化すること

が可能な「光の道」構想について、2015 年という期限で

の必携に向けたソフトバンク社の具体的かつ説得力の

あるプランに賛同致します。 

 
 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 ソフトバンクＢＢ株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

出された意見 

意見番号 全般 

 

 

意見提出者 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

上記の意見内容に対する再意見 別紙のとおり 
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別紙 

このたびは、「光の道」構想に関する再意見募集に関し、意見提出の機会を設けて頂いたこと

につきまして、御礼申し上げます。 

以下のとおり弊社共の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいの程、お願い申し上

げます。 

 

＜はじめに＞ 

政府の成長戦略の一つに掲げられる「光の道」構想は、ICT 産業のみならず他産業におけ

る効率化・活性化を促進する等、低迷を続ける日本経済復活の鍵となる政策であることはも

ちろんのこと、本格的到来を迎える「情報化社会」における国民生活の基盤を整備する極め

て重要な施策であり、弊社共はその推進に大いに賛同するところです。 

米国の National Broadband Plan 等に代表されるように、世界の主要国においても、各国が

競って情報化社会の基盤となるブロードバンド整備を推進する中、我が国においても「光の

道」の整備が進まなければ、国際社会の中でさらにその地位を失っていく恐れがあります。 

また、少子高齢化、情報格差等による地方の取り残し等といった社会的問題を抱える日本

において、ICT 活用による諸問題解決、情報への公平なアクセス権の保障は国民生活の向

上に不可欠なものとなります。 

このような国内外の情勢に鑑みれば、「光の道」構想は 2015 年という期限までに何として

でも完成させることが必要であり、弊社共はその実現に向けて協力を惜しまない所存です。 

この度の「光の道」構想に関する意見募集（以下、「一次意見募集」という。）においても約

300 もの意見が寄せられており、関係者が｢光の道｣構想の実現に向けて様々な提案を行っ

ていることは喜ばしいものと考えますが、「光の道」構想が国民生活の基盤となるものである

ことを考慮すると、依然として国民レベルへの議論の浸透度は十分でないと言わざるを得ま

せん。 

さらに、寄せられた意見の中には、既得権益保護を目的としたかのような「光の道」構想を

停滞若しくは遅滞させるような意見も見られますが、「情報化社会」の本格的到来という大き

なパラダイムシフトを迎える中で政策決定者には真の国民利便・我が国の国力増強に資する

政策がどのようなものであるかについての判断が求められているものと考えます。 

この度の意見募集において寄せられた意見や事業者ヒアリング等を通じて得られた情報

等を踏まえて、今後、グローバル時代における ICT 政策に関するタスクフォース（以下、「タス

クフォース」という。）並びに「光の道」ワーキンググループにおかれまして、「光の道」構想実

現策を取り纏められることになるものと考えますが、その原案は早期に取り纏めがなされる

べきであり、加えて、改めて国民の意見を問う等の直接民主主義を体現した議論のプロセス

の導入が必須であると考えます。 

以上のような認識の下、一次意見募集において寄せられました意見につきまして、弊社共

の考え方を以下に述べさせて頂きます。 
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＜基盤整備の在り方＞ 

超高速ブロードバンド基盤の未整備エリア（約 10％の世帯）における基盤整備の在り方に

ついては、可能な限り民間主導で推進すべきという意見が大勢を占めているものと考えます。

その上で、民間整備に期待できない不採算地域については、IRU 等を活用した公設民営方

式による基盤整備を期待する声がいくつか寄せられているところです。しかしながら、現状の

我が国の財政状況等に鑑みれば、可能な限り公費の投入を行わずにブロードバンド基盤の

整備を推進すべきであり、究極的には公費の投入を一切行わない整理が理想です。そうした

意味では弊社共が提案している「税金ゼロ」での基盤整備方法がタスクフォースでの「光の

道」構想実現策検討の有力なたたき台の一つと考えます。 

なお、弊社共提案に対し、「アクセス手段は光に限定されるべきではない」、「アクセス回線

会社による基盤整備は競争を歪める」、「アクセス回線会社のような独占会社においてはイノ

ベーションが働かない」等のいくつかの指摘がなされているところですが、弊社共は光回線以

外の HFC や無線等のアクセス手段を否定しているわけではなく、地理的特性、経済合理性、

ユーザニーズ等を加味し是々非々で多様なアクセス手段を実現していくことは必要と認識し

ています。しかしながら、今後加速度的に増大すると予想される無線通信トラヒック、それに

対応する周波数帯域の確保状況、あるいは無線トラヒックの実態が自宅や会社等の屋内で

主に発生していること等を加味すれば、自宅や企業のオフィス等各拠点における光回線の引

き込みと Wi-Fi 等の組み合わせ利用による無線トラヒックの吸収は必須であると考えます。ま

た、「光の道」整備後において全ての国民に情報アクセス権を保障する観点からも、仮に光ブ

ロードバンド未利用の世帯であっても、光回線を引き込み済みとし、いつでも契約利用が可

能となるようにしておくべきです。従って、原則全ての世帯に対する光回線整備を進めること

が必要と考えます。 

 

また、光回線整備と並行して、既存のメタル回線を全て撤去するという取り組みも推進する

必要があります。この点については、一次意見募集における弊社共意見でもその必要性に

ついて詳述しているところですが、現在のメタル回線と光回線の二重ネットワーク構造は必然

的にトータルコストの肥大化を発生させ、そのコストが最終的には消費者に提供されるサービ

スの料金を高止まりさせている状況にあります。すなわち、光回線の整備と並行してメタル回

線を全て撤去することは必須であり、この二重ネットワークによる国民負担の増大を可能な

限り最小化する観点からも、「光の道」整備は短期間で完了させる必要があります。 

この点に関して、日本電信電話株式会社（以下、「NTT」という。）殿は、「既存の交換機は、

設備の寿命が概ね 10 年後から順次到来する見込み」、「メタルアクセスは、交換機よりも長

期の使用に耐えられる見込み」とし、先に寿命を迎える交換機の IP 化を優先して進めること

を表明しています。こうしたコアネットワークの IP 化は、年間約 3,900 億円という多額のメタル

回線維持費が発生している現在の構図を何ら改善するものではありません。こうした意見表
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明と併せて公設民営方式を要望されている NTT 殿の提案は、十分にユーザ・国民負担の視

点に立ったものとは到底言えず、むしろ国民負担を増大しつつ「光の道」整備を進めるもので

あり、またその実現を遅らせる提案以外の何物でもないと考えます。 

 

＜競争のさらなる促進＞ 

競争のさらなる促進については、独占的地位を謳歌する NTT 殿でさえもその必要性に言

及しており、ほぼ全ての関係者がその重要性を認識している事項と考えます。特に、「光の

道」の利用率向上という観点では、FTTH 市場を始めとする超高速ブロードバンド市場におけ

る非競争的分野での競争促進を図ることが最重要課題です。 

公正競争環境の整備については、NTT グループの経営形態の在り方が従前から未解決

かつ最大の論点となりますが、一次意見募集における弊社共意見でも詳述したとおり、メタ

ル回線撤去後の光回線上における公正競争環境は、「構造分離」という形態でしか確保する

ことはできません。 

なお、構造分離について、「NTT の株主価値が毀損されるのではないか」、「構造分離には

時間とコストがかかるのではないか」といった懸念の声も上げられているところですが、これら

指摘については、解決可能あるいは構造分離を否定する論拠たりえないと考えます。 

まず、株主価値に関しては、原則一つの会社をアクセス部門と上位のサービス部門に分

社化するのみであり、株主構成についても現状から変更するものではないことから、当然、ト

ータルとしての株主価値が毀損されることはありません。むしろ、分割による効果として、経

営の効率化や事業性の向上等が期待されることから、分離後のアクセス回線会社と上位会

社トータルでの株主価値が現在より向上することが十分に想定されるところです。 

次に、構造分離に要する時間とコストに関しては、仮に制度・組織・システム変更等に一定

の時間とコストを要したとしても、このことをもって、現状の不公正な競争状態を放置すること

を正当化することはできません。NTT グループの経営形態見直しの先送りは、公正競争環境

の阻害、延いては「光の道」整備の阻害につながり、消費者利便を大きく後退させることとな

ります。前回の NTT再編成以降、既に 10 年以上が経過していますが、本問題は実質放置さ

れ、国民に真の公正競争の恩恵を還元できていない状態が続いていることから、可及的速

やかに、NTT グループの経営形態の在り方に関する結論を得ることが必要です。 

なお、NTT グループ各社の各市場におけるマーケットシェアを踏まえれば、構造分離に加

え、NTT グループ各社の完全資本分離といった措置も併せて実施する必要があると考えま

す。この点については、一次意見募集における弊社共意見書においても詳述しているところ

です。 

また、公正競争に係る他の論点として、地域系事業者等より、「基盤整備の主体を独占的

な事業者一社に限定する案は不適当」といった意見が出されていますが、弊社共提案は、あ

くまで設備競争の継続を前提としています。むしろ、アクセス回線会社の新設により、地域系

事業者等は、これまで事業展開を行っていない不採算地域等において、アクセス回線会社の
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回線を利用することで、事業拡大を図ることも可能であり、多様なサービス提供形態の登場

でさらなる競争促進効果も期待されるところです。 

なお、一部の地域系事業者等においては、既に弊社共提案のアクセス回線会社の想定料

金水準（工事費・基本料）と同等以下で光 IP電話の単独サービスを提供している事例もあり、

こうした事例からもアクセス回線会社の登場をもって、競争が成り立たなくなるといった指摘

はあたらないと考えます。詳細については、別添資料 1 を参照願います。 

以上のとおり、弊社共提案は市場における公正な競争の実現こそが真の消費者利便の最

大化に資するものであるとの認識に基づくものであり、「光の道」構想は光インフラ整備と

NTT 殿の構造分離等の公正競争環境の整備がセットでなされない限り、その実現は不可能

であると考えます。 

 

＜利活用の推進＞ 

ICT 利活用促進により日本の抱える諸問題解決や経済成長等を図ることは、国民生活向

上のため不可欠であり、弊社共としても利活用促進に積極的に協力していく考えです。特に、

諸外国と比べ取り組みが遅れている、電子教育、電子医療、電子行政の活用については、

政府自らが率先して ICT の積極的な利活用に取り組み、ICT 利活用を促進する規制改革を

断行するとともに、民間の通信事業者は高度なインフラ構築や低廉な料金によるサービス・

アプリケーションの提供等を実現する官民一体の取り組みが必須と考えます。 

弊社共としても、クラウドの構築、生活に密着した各種サービス・アプリケーションの販売は

もちろんのこと、弊社共が提案する「光の道」整備完了後における無料ブロードバンドサービ

ス(有料ブロードバンドサービスを契約していない家庭においても電子教科書、電子カルテ、

電子行政サービス等を利用できるようにする通信サービス )の提供を行っていく所存です。 

 

＜「光の道」への円滑な移行＞ 

「光の道」の実現に際しては、ユーザが光回線サービスへ支障なく移行出来るよう各種手

当てを講じる必要があります。例えば、契約約款の変更等を行うことにより、現在メタル回線

にて固定電話サービスのみを利用しているユーザが、契約変更なしで光回線に移行すること

を可能とする必要があります。その際、ユーザ料金が現在より高額とならないよう基本使用

料等を同額以下に設定することはもちろんのこと、光回線の引き込み工事についてもその工

事費を無償（ユーザ負担としない）とする等の手当てを併せて講じることが必要です。また、

使用する電話機についても、アダプタを無償配布することで、現在利用中のものをそのまま

利用可能とすべきです。 

なお、こうしたサービス切り替え・工事等に関する周知は当然のことながら徹底してなされ

る必要があり、これらの周知はアクセス回線会社並びにサービス提供会社の双方から実施さ

れるべきと考えます。 

また、NTT殿からは本年 4 月 20 日のタスクフォースにおけるヒアリングにて、メタル回線か
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ら光回線への切り替えに際して、光サービスに対応していない機器の取替えについての課題

が提示されていますが、関係機関・企業へのヒアリング等を踏まえ、具体的なスケジュールや

切り替え手順等の詳細については調整が必要になるものの、これらの課題については全て

技術的・経済的に解決可能と弊社共は判断しています。詳細については、参考資料を参照

願います。 

 

＜その他＞ 

①ＮＴＴ殿による情報開示の必要性 

「光の道」構想実現のための議論を加速させるには、メタル回線から光回線への移行工程

や東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下、「NTT 東西」という。）殿

のネットワークに関する具体的な情報が必要となりますが、現状、各種情報が NTT 殿及び

NTT 東西殿より開示されていないため、検証作業等に着手できない状況にあります。「光の

道」構想の早期実現のため、NTT 殿及び NTT 東西殿は別添資料 2 の情報を早急に開示す

べきと考えます。 

 

②国民参画型議論の実現 

「光の道」構想は、国民生活の在り方に大きく影響を与える重要な施策であるため、政策

決定に当たっては国民の声を反映しながら進めていくことが不可欠です。一次意見募集にお

いては約 300 件の意見が集まりましたが、「意見提出の方法がわかりづらい」、「意見の政策

反映のプロセスが不透明」等の意見もインターネット上に寄せられており、国民の意見を十分

に反映できているとは言えません。一次意見募集における弊社共意見で述べたとおり、イン

ターネットを活用した双方向協議等、ICT を利用した直接民主主義を総務省殿が率先して実

現していくべきと考えます。 

 

＜参考資料＞ 

その他、弊社共提案の詳細については、下記を参照願います。 

「光の道の実現に向けて」 

http://webcast.softbank.co.jp/ja/pdf/hikari_road/20100823_02.pdf 

以上 

http://webcast.softbank.co.jp/ja/pdf/hikari_road/20100823_02.pdf�


光ＩＰ電話サービス事例

別添資料１



FTTH等とセットで契約せずに利用できる光IP電話サービス（例）

近畿２府４県外
一般電話

８円/３分

全国一律８円/３分１,４００円/月
１８,０００～
２０,０００円

auひかり
電話サービス

KDDI（株）

マンション向け

近畿２府４県内
一般電話

７.４円/３分

１,３２３円/月３０,０００円eo光電話
（株）ケイ・オプティ
コム

対象非限定

全国一律８円/３分１,３００円/月２５,０００円
ピカラ
光でんわ

（株）STNet

固定電話向け通話料
・区域設定

基本料初期費用
光IP電話
サービス名

電気通信
事業者名

対象

（各料金はIP電話を単独で契約する場合の税別料金）

出典：総務省 電気通信事業政策部会 第１１回 参考資料を基に、弊社共作成



ＮＴＴ殿が開示すべき情報

別添資料２



ＮＴＴ殿が開示すべき情報（１／２）

移行・撤去対象設備

メタル/光回線数の予測推移

段階的な移行計画内容（時期・期間・地域・方法等）

段階的な移行計画内容（時期・期間・地域・方法等）

メタル線→光回線への移
行計画

メタル回線撤去コストの見込額、負担方法、計上箇所

移行後のネットワーク構成

移行期・移行後における事業者向けメニュー（接続箇所・接続条件等）
への影響

移行・撤去対象設備

ＰＳＴＮ/ＩＰ電話契約者数の予測推移

ＰＳＴＮ→ＩＰへの移行
計画

移行期・移行後における事業者向けメニュー（接続箇所・接続条件等）
への影響

移行後のネットワーク構成

質問事項項目



ＲＴ設置状況

総ケーブル長

総ケーブル長

光配線区域の情報（住所、範囲）

コスト内訳
（利用芯線/未利用芯線別、き線点の上部/下部区間別）

総芯線数と総芯線長の内訳
（利用芯線/未利用芯線別、き線点の上部/下部区間別）

光回線の詳細

総芯線数と総芯線長の内訳
（利用芯線/未利用芯線別、き線点の上部/下部区間別）

メタル回線の詳細

シェアドアクセスの局外スプリッタの平均稼働率
（ＮＴＴ/接続事業者別、地域別）

敷設済み芯線の芯線数、芯線長、稼働率の推移
（新設/更改/移設毎、敷設年度別）

コスト内訳
（利用芯線/未利用芯線別、き線点の上部/下部区間別）

施設保全費に占める直課費用・配賦費用の内訳、内容、配賦基準光/メタル回線費用の扱い

光サービス移行後、メタルサービスに戻ったユーザ数

質問事項項目

ＮＴＴ殿が開示すべき情報（２／２）



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 サイバートラスト株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

これからの高度情報化社会において、情報へのアクセス

は国民生活にとって、より一層重要性を増していくもので

あることから、全国民が平等に情報を享受することを可能

とする「光の道」は、新しい基本的人権とされるべき情報

アクセス権を担保するインフラとして、当然整備されなけ

ればなりません。 

上記の意見内容に対する再意見 上記賛成いたします。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

現在の我が国の財政状況に鑑みれば、安易に公的資金

等の投入を前提とするのは適切でなく、まずは公的資金

に頼らない民間主導による効率的な整備スキームを優先

的に模索することが必要と考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 上記賛成いたします。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

弊社共の提案のポイントの一つは、光アクセス基盤を

100％敷設するとともに、光回線と比して割高な維持費を

発生させているメタル回線を 100％撤去すること、すなわ

ち、ネットワークコストの二重構造を完全に廃し、トータル

の維持費を大幅に削減することにあります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記賛成いたします。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

公的資金を投入することなしに光アクセス基盤 100％整

備が実現可能であり、このことが、弊社共提案の最大の

ポイントになります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記賛成いたします。 

 

 

No.29 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 日本電信電話株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 別紙のとおり 

意見提出者 別紙のとおり 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

別紙のとおり 

上記の意見内容に対する再意見 別紙のとおり 

 

No.30 



1 

「光の道」構想に関するＮＴＴの考え方 
■８月１６日に締め切られた１回目の「光の道」構想に関する意見募集の結果を見ると、  

ブロードバンドの基盤整備の在り方については、  

・不採算エリアでは公的支援が必要 

・多様な技術の中から選択 

という意見が多数寄せられており、 

また、ブロードバンドの利用率向上については、  

 ・ＩＣＴ利活用の促進（需要創造）が必要 

との意見が最も多く、ＮＴＴの組織形態の在り方については、機能分離・構造分離は必要ないとの意見が多数を占めていたと受けとめておりま

す。 

 

■ブロードバンドの基盤整備の在り方については、あくまでも民間ベースの設備競争が基本ですが、残り約１０％のブロードバンド基盤の整備は、

主に不採算エリアにおける整備であり、これまでの政策通り、政府・自治体の整備により補完することが必要です。 

また、従来から、光に限らず、ＣＡＴＶや無線ブロードバンドなどの中から住民ニーズを踏まえて、公的資金によるＩＲＵ方式で最適な技術により基

盤整備が行われてきており、引き続き同様の考え方により技術中立で進めることが適切と考えます。  

 

■ブロードバンドの利用率向上については、これまでも申し上げてきた通り、ＩＣＴの利活用の促進が必要であり、サービスの充実と使い易い端末・

料金で需要を喚起することが重要です。 

ブロードバンドの料金は、これまでも事業者間の熾烈な競争の中で料金の見直しや通信速度の向上等が図られてきており、諸外国と比較しても

低廉な水準となっています。むしろＩＣＴ利活用の促進による需要創造こそがブロードバンドの利用率向上に向けて取り組むべき課題です。 

ＩＣＴ利活用の促進については、諸外国と比較して利用が進んでいない電子政府、教育、医療等において、政府自らが率先してＩＣＴの積極的な

利活用に取り組み、ＩＣＴの利活用を促進する省庁横断的な取り組みによる規制改革を断行することが必須であり、その取り組みによりブロードバ

ンド利用のハードル自体を下げる必要があると考えます。例えば、教育や医療等の分野における規制緩和や通信設備・サービス購入におけるエ

コポイントや電子政府申請料割引といったＩＣＴを利活用する人へのインセンティブ付与、リテラシーの向上などにより、ＩＣＴ利活用を加速させる

取り組みが必要です。 

ＮＴＴの組織の在り方については、ブロードバンドの利用率向上とは無関係であり、機能分離や構造分離を行っても普及が進むわけではなく、か

えってイノベーションを阻害し、経営の効率性の観点でマイナスとなり、企業価値を損ねる上、ブロードバンド普及の観点や健全な競争という観点

からも得策ではないことから、機能分離や構造分離は決して取るべき選択肢ではないと考えます。 

なお、諸外国でも、ＩＣＴ利活用、多様なビジネスモデルとアクセス技術を融合させる取り組みを行っています。また、超高速ブロードバンドの整

備・普及が遅れている豪州等では、公的資金でアクセス会社を新設（＝ＩＲＵ方式の拡大）し、遅れを取り戻そうとしていますが、その展開につい

ては１０年程度の期間は要すると伝えられています。 

別紙 



 

提出された意見 左記意見に対する当社再意見 

Ｎｏ．269 

【ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会社、ソフトバンクモ

バイル株式会社】 

前述のとおり、有料の光ブロードバンド利用率向上のためには、競争に

よる料金の低廉化、並びに魅力的なサービスやアプリケーションの登場が

必要ですが、このいずれもがＮＴＴ東西殿の構造分離（完全分社化）を実

現することで達成可能であると考えます。 

まず、構造分離を実現することで、ＮＴＴ東西殿がボトルネック設備であ

るアクセス網と一体で事業を行うことで接続事業者の競争を制限してきた

不公正な競争環境がほぼ完全に是正されることになります。また、構造分

離により新設されたアクセス回線会社は、ＮＴＴ東西殿のサービス部門とは

資本関係もなくなるため、純粋に設備稼働率向上を目指し、全ての接続事

業者に公平な接続条件を提供することとなります。その結果、低廉な光アク 

セス回線料をベースとした上位サービスでの競争が活性化し、光ブロード

バンドサービス料金の低廉化が促進されます。なお、弊社共では、競争活

性化により、光ブロードバンドサービスの料金は、現行の ADSL 以下にな

るものと想定しています。 

• ８月１６日に締め切られた１回目の「光の道」構想に関する意見募集で

多数の方々が主張されていた通り、ブロードバンドの利用率向上に必

要なことはＩＣＴ利活用の促進であり、サービスの充実や使い易い端

末・料金が重要です。したがって、ＮＴＴ東西を構造分離することによ

ってアクセス回線会社を新設すれば、単純に料金が低廉化し、利用

率の向上につながるものではありません。 

• これまでも事業者間の熾烈な競争の中で、ブロードバンドの料金の見

直しや通信速度の向上等が図られてきた結果、諸外国と比較しても低

廉な水準（※１）となっています。したがって、むしろ使い易いサービス・

端末、利用サポートへの取り組みが重要です。 

• 機能分離や構造分離は、イノベーションを阻害し、経営の効率性の観

点でマイナスとなり、企業価値を損ねる上、ブロードバンド普及の観点

や健全な競争という観点からも得策ではないことから、決して取るべき

選択肢ではありません。この点については、ＯＥＣＤ（※２）の他、米国ブ

ルッキングス研究所のクランドール博士らによる論文（※３）においても同

様の指摘がされています。 

• また、このアクセス回線会社のみがブロードバンド基盤を整備し、それ

を他の事業者が借りてサービスを提供する形態ではなく、これまでも

設備競争の中で世界最高水準の超高速ブロードバンド環境を実現し

てきたように、今後も、電力系の光やＣＡＴＶ、無線ブロードバンドなど

による設備競争を前提に、ユーザのニーズに対応し、ユーザの自由な

選択を可能とする環境を提供していくことが重要です。 
 

（※１）「ITU World Information Society Report 2007」 

Table2 : Broadband Market Data Top Twenty Largest Broadband Markets 

（http://www.itu.int/osg/spu/publications/worldinformationsociety/2007/WISR07-summary.pdf） 

（※２）「The Benefits and Costs of Structural Separation of the Local Loop」（2003） 

    （http://www.oecd.org/dataoecd/39/63/18518340.pdf） 

（※３）「Vertical Separation of Telecommunications Networks ; Evidence from Five Countries」 

Robert W. Crandall, Jeffrey A. Eisenach, and Robert E. Litan（2010) 

（http://www.law.indiana.edu/fclj/pubs/v62/no3/7-%20CRANDALL_FINAL.pdf） 



提出された意見 左記意見に対する当社再意見 

Ｎｏ．269 

【ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会社、ソフトバンクモ

バイル株式会社】 

まず、「光の道」整備の際に、各世帯にＷｉ-Ｆｉ機能を具備するアダプタ

（ＯＮＵ/ＴＡ）を配布するとともに産学官が連携のうえ、クラウドネットワーク

を活用した公的サービスの利用環境整備を推進します。具体的には、電子

教育、電子医療、電子行政等が、その候補になるものと考えられ、2015 年

の「光の道」整備完了時期を目途にこれら公的サービスの環境整備を完了

させます。 

弊社共の提案は、電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービス

を、有料の光ブロードバンド契約の有無に関わらず、前述の Wi-Fi 機能付

きアダプタを経由して、全ての世帯において無料で利用可能とするもので

す。 

すなわち、全世帯へのＷｉ-Ｆｉ機能付きアダプタの設置、及び電子教育、

電子医療、電子行政等の公的サービスの利用環境整備により、２０１５年の

「光の道」整備とともに、有料・無料を含め光ブロードバンドのアダプション 

１００％が達成されることとなります。 

• ソフトバンク殿の提案は、各世帯へＷｉ-Ｆｉ機能を具備するアダプタを

配布するとともにクラウドネットワークを活用した電子教育、電子医療、

電子行政等の公的サービスの利用環境整備を 2015 年までに完了す

るとしていますが、このような全国民に関わる重要な提案は、本来、全

体像が示されたうえで十分な議論が必要です、また、そのために必要

な情報が特徴的な部分に限って断片的に述べられており、重要な情

報が欠落しているため、このような提案は不適切であると考えます。  

具体的には、 

①電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービスを国民が利用 

する仕組み（提供主体やコスト負担方法等）が不明 

②契約の有無に関わらずすべての世帯において無料で利用可能

とする際の提供主体と敷設コスト負担 

③アクセスを光ブロードバンドに限定 

④ＩＳＰ利用の契約や料金負担が不明 

⑤サービスや設備の分界点が不明 

等の提案の実現性を大きく左右する重要な点において、全く根拠や

考え方が示されていません。また、この提案の実現には多くの課題解

決や相応のコスト・時間も必要になることが想定されますが、その点に

ついては全く触れていません。 

• ソフトバンク殿の提案は、端末（アダプタ）からクラウドサービスまでをフ

ルに垂直統合するものと考えられますが、そうだとすれば、通信事業

者だけでなく、サービス提供事業者等の様々なプレイヤーの存在を無

視するものとなります。これまでの日本の情報通信市場におけるサー

ビス提供や競争の在り方について大きな変更を伴う提案であり、ユー

ザや事業者を含めた慎重な議論が必要です。 

• ＮＴＴとしては、ＩＣＴ利活用の支援を含め、光と無線を使ったブロード

バンドの取り組みを、関連プレイヤーとコラボレーションしつつ、グルー

プの総力を挙げて推進していきます。具体的には、諸外国に比べ利

用が進んでいない電子政府、教育、医療等における政府・自治体のＩ



提出された意見 左記意見に対する当社再意見 

ＣＴ利活用への協力や、地域コミュニティの核となる学校等の公的施

設向けのブロードバンドの提供を行っていく考えです。また、先般、総

務省のいわゆる「フューチャースクール」において、東日本エリアをＮ

ＴＴコミュニケーションズが落札しましたが、教育をはじめ、各分野にお

けるＩＣＴ利活用について積極的に取り組んで参ります。 

Ｎｏ．267 

【ＫＤＤＩ株式会社】※他、同趣旨の意見多数 

未整備エリアについても、独占的な事業主体に一元的に整備を担わせ

ることは、非効率を生じ、結果として国民負担の増加を招くこととなるため、

これまでの競争政策の成果を活かして民間の多様な技術、ノウハウを活用

して効率的に整備を進めるべきであると考えます。 

効率的に基盤整備を進めるためには、対象エリアの状況に応じて、ＦＴＴ

Ｈに限定せず、ＷｉＭＡＸ、ＣＡＴＶ、ブロードバンド携帯電話（ＬＴＥ等）など

を含め民間の多様な技術の中から最適なものを活用すべきです。 

海外の事例を見ても、例えば米国においては、各地域を業務範囲とする多

数の小規模な電気通信事業者やＣＡＴＶ事業者を活用して、全国レベル

でブロードバンドの整備が進められています。  

• ブロードバンドの基盤整備においては、設備競争が有効であり、光に

限定せず、技術中立性が重要であることは、事業者のみならず個人

の方々からも多くの意見が寄せられたことからも明らかです。ブロード

バンドアクセスの手段についてもアプリケーション・端末等と同様に、

ユーザのニーズに沿った選択によるものとすべきです。 

• 特定の技術による基盤整備で期限を切って１００％の普及を目指すこ

とは現実的な選択肢ではなく、光に限らず、ＣＡＴＶや無線ブロードバ

ンドなどの中から技術中立で進めることが適切です。また、不採算エリ

アにおいては、公的資金によるＩＲＵ方式で、地域ごとに最適な技術に

より基盤整備を行うことが最も経済合理的です。 

Ｎｏ．267 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

ＮＴＴグループの司令塔となっている持株会社を廃止し、ＮＴＴグループ

を解体するなど抜本的な構造改革が必要ですが、実現に時間がかかる、

あるいは株主の理解が得られない等の理由で実現が困難であるとすれ

ば、次善の策として総合的な市場支配力に着目した新たな競争政策の導

入を早期に実施すべきと考えます。  

具体的には、固定・移動等のサービス市場毎に市場支配力を認定し、

現状のアンバンドル規制や接続料規制に加えて競争状況に応じた適切な

事前規制を発動し得るように制度を整えることが必要です。  

（例：市場支配力を有する事業者によるＦＭＣサービスの提供、グループ会

• 情報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早く、モバイル化、

ブロードバンド化が大きく進展し、同時にサービスやプレイヤーのグロ

ーバル化が急激に進むなど、大きなパラダイム変化が進展していま

す。こうしたパラダイム変化に対応して、情報通信分野の規制につい

ては、ブロードバンド・ＩＰ時代に相応しいルールに転換すべきです。

すなわち、かつての電話時代と異なり、現在は、ＮＴＴだけがグループ

内で連携したサービス提供が困難となっていますが、こうした事前規

制を見直して、ユーザの利便性の観点から、事後規制へ政策を見直

すべきと考えます。 

• ユーザは、技術の革新やサービスの進展による利便性の向上を、規

制によって妨げられることなく等しく享受できるようにすべきであり、そ



提出された意見 左記意見に対する当社再意見 

社間での人事交流や顧客情報の共有、子会社を通じた事実上の規

制適用回避等を禁止）  

のためには少なくともユーザが求めるサービスは、ＮＴＴも提供可能と

すべきと考えます。他事業者においては、固定電話と携帯電話の一

括請求のみならずセット割引等のサービスも数年前から提供していま

すが、ＮＴＴでは、お客様からご要望があるものの、同様のサービスを

提供できないため、大きな問題であると考えております。したがって、

ユーザの利便性を阻害するような支配的事業者規制は導入すべきで

はありません。 

 

 

以上 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会

社、ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービスを、有

料の光ブロードバンド契約の有無に関わらず、前述の

Wi-Fi 機能付きアダプタを経由して、全ての世帯において

無料で利用可能とするものです。 

すなわち、全世帯へのWi-Fi 機能付きアダプタの設置、

及び電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービスの

利用環境整備により、2015 年の「光の道」整備とともに、

有料・無料を含め光ブロードバンドのアダプション100％が

達成されることとなります。 

 

上記の意見内容に対する再意見 「光の道」整備により地域格差なく無料で公的サービスを

利用するという構想は大変すばらしいと思う。 

 

 

 

 

No.31 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 株式会社ジュピターテレコム 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

 

①基盤整備の在り方について 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

出された意見 

意見番号 ２６７ 

意見提出者 ＫＤＤＩ株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部

分） 

１．超高速ブロードバンド基盤の未整備エリア（約１０％の世

帯）における基盤整備の在り方についてどのように考えるか。  

（前略）･･･未整備エリアについても、独占的な事業主体に一

元的に整備を担わせることは、非効率を生じ、結果として国民

負担の増加を招くこととなるため、これまでの競争政策の成果

を活かして民間の多様な技術、ノウハウを活用して効率的に整

備を進めるべきであると考えます。  

効率的に基盤整備を進めるためには、対象エリアの状況に応

じて、ＦＴＴＨに限定せず、ＷｉＭＡＸ、ＣＡＴＶ、ブロード

バンド携帯電話（LTE等）などを含め民間の多様な技術の中か

ら最適なものを活用すべきです（※１）。  

海外の事例を見ても、例えば米国においては、各地域を業務

範囲とする多数の小規模な電気通信事業者やＣＡＴＶ事業者

を活用して、全国レベルでブロードバンドの整備が進められて

います（※２）。 ･･･（後略） 

意見番号 ２６９ 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会社、

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部

分） 

（４）メタル回線撤去の必然性 

（前略）･･･有料の光ブロードバンド利用率向上のためには、 

競争による料金の低廉化並びに魅力的なサービスやアプリケ 

ーションの登場が必要ですが、このいずれもがＮＴＴ東西殿の 

構造分離（完全分社化）を実現することで達成可能であると考 

えます。まず構造分離を実現することで、ＮＴＴ東西殿がボト 

ルネック設備であるアクセス網と一体で事業を行うことで接 

続事業者の競争を制限してきた不公正な競争環境がほぼ完全 

に是正されることになります。また、構造分離により新設され 

たアクセス回線会社は、純粋に設備稼働率向上を目指し、全て 

の事業者に公平な接続環境を提供することになります。その結 

果、低廉な光アクセス回線料をベースにした上位サービスでの 

競争が活性化し、光ブロードバンドサービス料金の低廉化が促 

No.32 



進されます。･･･（後略） 

意見番号 ２２４ 

意見提出者 ケイ･オプティコム株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部

分） 

１．超高速ブロードバンド基盤の未整備エリア（約１０％の世

帯）における基盤整備の在り方についてどのように考えるか。 

 

（前略）･･･そのため、基盤整備を目的化することなく、利活

用を促進し利用率向上を図るなかで、基盤整備に向けた機運を

高めていくといったアプローチが本来重要であると考えます。  

また、利用率が向上すれば、基盤整備に係るコストの低減も

見込まれ、全体として基盤整備が進みやすくなるものとも考え

られます。 ･･･（後略） 

 

意見番号 ２８１ 

意見提出者 社団法人 日本ケーブルテレビ連盟 

提出された

意見内容 

（該当部

分） 

①「１０％」エリアの精査 

ＮＴＴ東西の未整備エリアである約「１０％」の中には、ケ

ーブルテレビ事業者が自らリスクを取り、既にネットワーク基

盤を整備しているエリアが存在し、これらのエリアで既に０Ａ

ＢＪ 電話や３０Ｍｂｐｓを超える超高速インターネット接続

サービスの提供がなされているケースが少なからず存在しま

す。また、地方自治体が自ら光ファイバ網等を整備し、ＩＲＵ

方式でケーブルテレビ事業者等に運営させている事例も多数

見られるところです。 

さらには、ＦＴＴＨが整備されていない地域でも、ケーブル

テレビ施設が敷設されていたり、また近隣までケーブルテレビ

事業者のネットワークが敷設されていたりする場合には、これ

をアップグレードすることで、比較的低コストで超高速ブロー

ドバンド網を整備することも可能となっています。 

このような地域については、新たに一からアクセス網の整備

を行う必要がない可能性があり、超高速ブロードバンド網整備

の前提として、こうした「未整備地域」の正確な把握、及び今

後の整備対象範囲の明確化を行うことが不可欠と考えま

す。･･･（後略） 

 

上記の意見内容に対する再意見  設備競争の促進が基盤整備に不可欠とする意見について賛 

同し、ＮＴＴの構造分離にて基盤整備を行う意見について反対 

いたします。 

 

設備の基盤整備は原則として、設備競争とサービス競争を両

輪とした、公正競争の促進にて進められるべきと考えます。 

設備としてのインフラ構築の重要性もさることながら、整備

された設備の利用率向上こそ、業界で解消すべき課題であると

考えており、利用率向上による採算エリアの拡大が基盤整備に

寄与すると考えます。 

基盤整備にあたっては、ＦＴＴＨのみを対象とした議論では



なく、各社の主張にもあるように、多種多様なアクセス回線に

よる適したネットワークを選定した基盤整備が効率的でかつ、

将来的に安価になると認識しております。 

一部事業者にて主張されるように、ＮＴＴの構造分離を行い

設立されたインフラ会社によりＦＴＴＨに限定して基盤整備

を行うことは、将来的にインフラの技術革新の停滞、新技術の

意欲的な導入に対するインセンティブの低下、地域の衰退等、

公共の福祉に悪影響をもたらす恐れがあることは、各社より主

張されているところです。 

現在の競争環境でも設備競争が可能であることは、当社を始

めとする各ケーブルテレビ事業者が各地で設備構築を行って

いることからも明白であり、設備競争への参入を行わずにサー

ビス競争だけに焦点をあてて、現在の競争環境を不公正である

と言及を行うことはバランスの欠いた意見であるといわざる

を得ません。 

また、低廉なサービスを提供するため、設備競争とサービス

競争を両輪とした公正競争が効果的であることは、関西におけ

るＮＴＴ西日本と当社を始めとする設備事業者の熾烈な競争

によるサービス価格の低下が証明しております。 

一社のインフラ会社に基盤整備を委ねて、恣意的に設備の提

供価格を下げるという方策は、公正競争を支える設備競争を否

定することとなり、設備競争事業者の市場撤退が進んだ場合、

最終的に国民の利便性にも悪影響を及ぼす可能性がございま

す。 

 

よって、基盤整備については、各事業者の努力による設備競

争を中心に検討を進めるべきと考えます。 

 

また、ケーブルテレビ連盟の意見にもありますとおり、ケー

ブルテレビの設備は、現状、超高速ブロードバンドサービスの

提供を行っていない場合でも、ネットワークの新規構築に比較

して、安価なコストで基盤の整備が可能となっております。 

その他、ＷｉＭＡＸやＬＴＥといった無線を組み合わせるこ

とで、各地における基盤整備コストが低減されることは、各社

の意見からも明らかです。 

 

従って、設備競争による基盤整備と各未整備地域の状況を鑑

み、適したアクセス回線を選定した官民一体の基盤整備が公正

競争を維持し、かつ、効率的な方法であると考えます。 

 

当社としても、基盤整備にあたり、積極的に設備競争を進め

ていく予定です。 

 

②利用率向上について 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

意見番号 ２６７ 

意見提出者 ＫＤＤＩ株式会社 



出された意見 提出された

意見内容 

（該当部

分） 

【市場環境の変化と総合的な市場支配力に着目したドミナン

ト規制】  

（前略）･･･ＩＰ化の進展により通信市場の競争環境が変化す

る中、ＮＴＴグループはＮＧＮを基点に持株会社の下で連携

し、あらゆる分野にその事業領域を拡大しているところです。 

具体的には、固定通信に加え、今なお約５０％のシェアを維持

し続ける携帯事業からソリューション、システム開発、金融か

ら不動産などの周辺の市場に至るまで巨大な企業グループを

形成し、垂直・水平方向に連携を強化することによって、コア

となる電気通信事業での市場支配力を磐石なものとしていま

す。このような状況に鑑みれば、市場における公正競争環境を

これまで以上に注視し、あらゆるレイヤーのプレーヤーが多様

なビジネスモデルで自由にサービスを提供できる環境を維持

することが必要であると考えます。  

  

意見番号 ２２４ 

意見提出者 ケイ･オプティコム株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部

分） 

（２）公正競争環境の確保について  

（前略）･･･ 

①ＮＴＴグループの市場支配力等に係る問題  

ＮＴＴグループについては、公社時代の企業イメージや強大

な資金力から、圧倒的に優位な立場にありますが、さらにＮＴ

Ｔグループ自身が自らに対する規制を形骸化させる事業活動

を展開することによって、競争環境に歪みを生じさせておりま

す。  

特に、「グループドミナンスの発揮」、「規制の適用されな

い県域子会社等を通じた営業活動」、「活用業務によるなし崩

的な事業拡大」が問題であると考えますので、まずはこれらを

是正することが必要であります。  

そのため、ＮＴＴの組織形態の在り方についても、これらを

是正する観点から検討するべきであると考えます。 ･･･（後略） 

 

上記の意見内容に対する再意見 ケイ･オプティコム、ＫＤＤＩより発出されたＮＴＴグルー 

プの市場支配力に関する意見について賛同いたします。 

 

 超高速ブロードバンドの普及が多様な市場のサービスに影 

響を与える等、通信における市場確定は以前に比べ、困難とな 

っております。 

 今後、通信を基盤にした多種多様なサービスの提供が進んで 

いくと考えており、ＮＴＴ地域会社がドミナント事業者として 

制限されている事業について、フレッツ･テレビによる実質的 

な放送事業への参入のように、関係グループ会社等を通じて実 

質的に参入する可能性もあることから、以下の通り、現在整備 

されている制度の本来の目的にそった内容への見直し・強化 

や、レバレッジに対する事前規制導入を検討すべきと考えま 

す。 



  

弊社はかねてより、活用業務を利用した禁止行為の実施とし

て、「フレッツ･テレビ」を例にあげ、以下の内容を主張してま

いりました。 

 

・ ＮＴＴ東西本体が放送業務への参入を禁止されているに

も関わらず、オプティキャスト等を利用した放送業務への

実質的な参入を、活用業務を利用して実現している。 

・ 「フレッツ・テレビ」は、「地デジ対策」を前面に押し出

し、ＮＴＴ東西のロゴを冠した広告をテレビ、新聞等で広

範囲かつ大々的に展開し、外形的、かつ実質的にＮＴＴ東

西が提供を行っている。 

・ 放送事業者(オプティキャスト)及び代理販売業務を行う

事業者（オプティキャスト･マーケティング）を用い、Ｎ

ＴＴ東西がその販売・取次等を受託し、料金回収も合わせ

て行うこととなっており、お客様からみて、ＮＴＴ東西が

放送サービスを行っていることとなんら変わりない状態

となっている。 

 

 本件だけを取ってみても、関係事業者が提供するサービスに

対するＮＴＴブランドを全面的に使用した広告、ＣＭ等の営業

活動や、受託業務間の広告費に関する相互補助の恐れ、通信で

の地位を利用した他市場への参入といった、業界の変化によっ

て新たに問題提起されている課題が内包されております。 

  

 このことからも、新たな課題を提起されている活用業務や目

的達成業務といった制度について、本来の目的にあった内容に

再度整理する必要があると考えます。 

 

 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 アリババ株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

これからの高度情報化社会において、情報へのアクセス

は国民生活にとって、より一層重要性を増していくもので

あることから、全国民が平等に情報を享受することを可能

とする「光の道」は、新しい基本的人権とされるべき情報

アクセス権を担保するインフラとして、当然整備されなけ

ればなりません。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

現在の我が国の財政状況に鑑みれば、安易に公的資金

等の投入を前提とするのは適切でなく、まずは公的資金

に頼らない民間主導による効率的な整備スキームを優先

的に模索することが必要と考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

現在の世帯カバー率 90％である超高速ブロードバンド基

盤の大部分がNTT東西殿の設備により構築されているこ

と、また、国家としての基盤インフラ整備という大事に当た

り、経験豊富なNTT社員の能力を最大限活用すべきであ

ること等から、NTT 東西殿のアクセス部門を整備主体とし

て、アクセス回線会社を設立することが最も合理的である

と考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

弊社共の提案のポイントの一つは、光アクセス基盤を

100％敷設するとともに、光回線と比して割高な維持費を

発生させているメタル回線を 100％撤去すること、すなわ

ち、ネットワークコストの二重構造を完全に廃し、トータル

の維持費を大幅に削減することにあります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

公的資金を投入することなしに光アクセス基盤 100％整

備が実現可能であり、このことが、弊社共提案の最大の

ポイントになります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 
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「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

弊社共の提案は、電子教育、電子医療、電子行政等の公

的サービスを、有料の光ブロードバンド契約の有無に関

わらず、前述のWi-Fi 機能付きアダプタを経由して、全て

の世帯において無料で利用可能とするものです。 

すなわち、全世帯への Wi-Fi 機能付きアダプタの設置、

及び電子教育、電子医療、電子行政等の公的サービスの

利用環境整備により、2015 年の「光の道」整備とともに、

有料・無料を含め光ブロードバンドのアダプション 100％

が達成されることとなります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

ＮＴＴ東西殿の構造分離による公正な競争環境の実現

が、事業者間の競争を活性化し、光ブロードバンドの料金

が現在よりも低廉なものになり、これらの相乗効果によ

り、有料の光ブロードバンドの利用率の向上も期待されま

す。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

有料の光ブロードバンド利用率向上のためには、競争に

よる料金の低廉化、並びに魅力的なサービスやアプリケ

ーションの登場が必要ですが、このいずれもがＮＴＴ東西

殿の構造分離（完全分社化）を実現することで達成可能で

あると考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

NTT 東西殿の構造分離を推進することで、公正競争環境

の整備、それによる競争の活性化、それらの結果として

の料金低廉化・魅力的なサービス・アプリケーションの登

場といった望ましいサイクルが生まれることとなります。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

NTT グループ各社の各市場におけるマーケットシェアを

見れば明らかなように、仮にアクセス網の構造分離を行

ったとしても、各社の市場支配的事業者としての優位性

がそのまま残置されることとなり、グループドミナンスが競

争環境に影響を及ぼす構図は解消されません。従って、

グループドミナンスの問題も含め、真に公正な競争環境

を整備するためには、NTT グループ各社の完全な資本分

離といった措置も併せて実施する必要があるものと考え

ます。 

上記の意見内容に対する再意見 上記意見に賛同致します。 

 

 

 

 

※なお、「提出された意見内容（該当部分）」につきましては、他に同様の意見を行っている事業者もおり

ますので、そちらの引用でも構いません。 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 256 

意見提出者 日本電信電話株式会社殿 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

 残り約１０％のブロードバンド基盤の整備については、主に

不採算エリアにおける整備であり、これまでの政策通り、政

府・自治体の整備により補完することが必要です。 

 ＰＳＴＮのマイグレーションについては、従来から申し上げて

いるとおり、コアネットワークのＩＰ化に伴うサービス等の扱い

および解決すべき課題についての考え方や選択肢を今年の

秋に提示し、事業者間の合意形成やユーザのコンセンサス

形成に向けた意見提起を行っていく考えです。 

上記の意見内容に対する再意見 【結論】 

この意見に、大反対です。 

 

【理由】 

 私は、私の意見として、No.264 にて、主張を申し上げました。そ

の中でも申し上げました通り、「現在の割高な通信費用を、如何に

して解決するか」が、この整備におけるポイントである、と考えてお

ります。 

 

 その根拠の１つが、総務省発行、「平成二十二年度 通信白書」

の 『すべての国民が ICTの恩恵を享受する社会を実現する為の

課題』（PDF 版 P.30～32）であると認識するからです。 

 

 従って、本意見募集に当たっては、この課題を解決する目的を

持って、 

１．超高速ブロードバンド基盤の未整備エリア（約１０％の世帯）

における基盤整備の在り方についてどのように考えるか。 

２．超高速ブロードバンドの利用率（約３０％）を向上させるため

には、低廉な料金で利用可能となるように、事業者間の公正

競争を一層活性化することが適当と考えられるが、ＮＴＴの組

織形態の在り方も含め、この点についてどのように考えるか。 

に対する、意見を表明しなければならない、と考えるものでありま

す。 

 

 一方、No.256 日本電信電話株式会社殿におかれましては、 
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１．超高速ブロードバンド基盤の未整備エリア（約１０％の世帯）に

おける基盤整備の在り方についてどのように考えるか。 

残り約１０％のブロードバンド基盤の整備については、

主に不採算エリアにおける整備であり、これまでの政策

通り、政府・自治体の整備により補完することが必要で

す。 

 

との事であり、私が私の意見として、No.264にて懸念を表明した通

り、税投入をその在り方として据える姿勢を取り続ける事には、甚

だ疑念を持たざるを得ません。 

 特に、この補助金（例：国が３分の１）などを投入する行為とは、

自治体負担を強いる事で、結果として利用者負担に掛かるもので

あり、安価な利用料金を実現できるとは言えないからです。 

 

 その事実、自治体の意見として、 

「No.7 福岡県」「No.133 十島村」「No.138 静岡県」「No.183 南小

国町」「No.194 鹿児島県」「No.228 北海道情報政策課」「No.231 

徳島県阿波市」などから提出された、そこにおける解決するべき

課題とは、 

 

・ 新規整備に掛かる自治体の負担 

・ 維持管理費や耐用年数経過後の再整備による自治体負担 

 

に対する、財源確保が困難な状態である事です。 

 よって、日本電信電話株式会社殿におかれましては、「これらの

課題を、どうやって解決できるか」、という意見を表明するべきであ

る、と考えるものです。 

 

 また、 

 

２．超高速ブロードバンドの利用率（約３０％）を向上させるために

は、低廉な料金で利用可能となるように、事業者間の公正競争を

一層活性化することが適当と考えられるが、ＮＴＴの組織形態の

在り方も含め、この点についてどのように考えるか。 

ＰＳＴＮのマイグレーションについては、従来から申し上

げているとおり、コアネットワークのＩＰ化に伴うサービス

等の扱いおよび解決すべき課題についての考え方や

選択肢を今年の秋に提示し、事業者間の合意形成や

ユーザのコンセンサス形成に向けた意見提起を行って

いく考えです。 

 

に関しては、「超高速ブロードバンド基盤」としての質問主旨とは異

なる、アナログ電話交換機の置換え（IP 化）に関する説明でしかあ

りません。 

 

 このメタル回線での「超高速ブロードバンド」の実現性が見通せ

ない実情を明らかにする事が無いばかりでなく、本タスクフォース



において、議論の俎上に載せないのは何故でしょうか。 

（もし、実現性があるならば、そもそも、政府・自治体に対し、光ファ

イバー・アクセス網等による整備補完を求める事が無い筈です。） 

 

 そして、現在の東日本電信電話株式会社殿、西日本電信電話株

式会社殿が保有されているメタル回線で起きている課題（降雨、

降雪、強風などの気象要因から発生する課題）に対する説明を、

本タスクフォースは求めるべきだと考えます。 

 

 尚、以下の意見表明は、誠に遺憾である、と言わざるを得ませ

ん。 

 

仮に分離を行うとした場合には、実施に時間とコストがかかるた

めにブロードバンドの普及をかえって阻害する可能性が高いと

考えます。 

 

 なぜならば、本意見は、整備や利用率向上の為の意見では無い

からです。 

 

 仮に分離を行う場合には、一日でも早く実現できるよう、是非とも

積極的に課題を解決して頂き、日本の通信環境の向上を図れるよ

う、切に希望申し上げます。 

 

 そして、ソフトバンク殿が提唱される、『国民や事業者を交えたオ

ープンな議論』において、「私達が抱える疑問」、「地方自治体が抱

える課題」といった、“利用者や現場の発する生の声”を議論の俎

上に乗せる事で解決していけるよう、総務省殿、並びに各事業者

殿におかれましては、その実現に向けて、宜しくお願い申し上げま

す。 

 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 株式会社コミュニティネットワークセンター 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 ２６９ 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 殿 

ソフトバンクテレコム株式会社 殿 

ソフトバクモバイル株式会社 殿 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

（１）アクセス回線会社の設立 

 現在の世帯カバー率９０％である超高速ブロードバンド

基盤の大部分がＮＴＴ東西殿の設備により構築されてい

ること、また、国家としての基盤インフラ整備という大事に

当たり、経験豊富なＮＴＴ社員の能力を最大限活用すべき

であること等から、ＮＴＴ東西殿のアクセス部門を整備主

体として、アクセス回線会社を設立することが最も合理的

であると考えます。 

 

上記の意見内容に対する再意見 私どもケーブルテレビ事業者は、過去を振り返ると、公

平な競争下のもと、当時ＮＴＴグループ殿が推進するＩＳＤ

Ｎに対抗した、安価な常時接続サービスの実施や、ＦＴＴ

Ｈへの対抗策とする、ＤＯＣＳＩＳ３．０による高速ブロード

バンドサービス（下り１００Mbps超過）の実現など、業界全

体としての技術レベル向上を図りながら、加入者様への

サービス向上を推進してまいりました。 

弊社以外の意見にもありますように、設備競争のない

独占的なアクセス網環境の下では、技術革新の停滞や、

整備・維持管理コストの膨張に繋がることになると考えま

す。 

また、ICT サービスは、光ファイバ網だけがアクセス網

ではなく、携帯電話や WiMAX などの無線ブロードバンド

網、ケーブルテレビが採用している光ハイブリッド網（ＦＴＴ

Ｎ／ＨＦＣ）など、多種多様なネットワークから利用者が自

分のニーズにあったものを自由に選択することがブロー

ドバンドの利用率を向上させる要因の一つと考えます。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 ユーティースターコムジャパン株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

有料の光ブロードバンド利用率向上のためには、競争に

よる料金の低廉化、ならびに魅力的なサービスやアプリ

ケーションの登場が必要ですが、このいずれもが NTT 東

西殿の構造分離（完全分社化）を実現することで達成可

能であると考えます。 

まず、構造分離を実現することで、NTT 東西殿がボトルネ

ック設備であるアクセス網と一体で事業を行うことで接続

事業者の競争を制限してきた不公正な競争環境がほぼ

完全に是正されることになります。また、構造分離により

新設されたアクセス回線会社は、NTT 東西殿のサービス

部門とは資本関係もなくなるため、純粋に設備稼働率向

上を目指し、全ての接続事業者に公平な接続条件を提供

することとなります。その結果、低廉な光アクセス回線料

をベースとした上位サービスでの競争が活性化し、光ブロ

ードバンドサービス料金の低廉化が促進されます。なお、

弊社共では、競争活性化により、光ブロードバンドサービ

スの料金は、現行の ADSL 以下になるものと想定してい

ます。 

加えて料金の低廉化による有料光ブロードバンドサービ

スの普及は、サービスやアプリケーションの開発市場を

活性化することなり、その市場においても競争が活性化

し、より魅力的なサービス・アプリケーションを登場させる

ことになります。 

すなわち、NTT 東西殿の構造分離を推進することで、公

正競争環境の整備、それによる競争の活性化、それらの

結果としての料金低廉化・魅力的なサービス・アプリケー

ションの登場といった望ましいサイクルが生まれることと

なります。 

上記の意見内容に対する再意見 光ブロードバンドの普及並びに利用率の向上は、わが国

の生活基盤の一つとなっている情報インフラ整備にとって

重要であり緊急な課題であります。 
光アクセス網の整備による光ブロードバンドの普及並び

に利用率の向上は、国民生活の情報格差をなくし、生活
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の利便性向上をもたらし、よりよい社会の構築には欠か

せない施策であると考えます。この整備においてファイバ

ーのみならず、工事、維持費の低廉化が進むことの議論

がなされていますが、更にそこに利用される通信装置、

端末などの利用促進、機能の共通化、性能向上の研究

が進むことで、より優れたサービスをもたらす利用環境が

整うことが期待されます。装置ベンダーにおける共通の

競争条件の中での十分な市場規模ターゲットは、各種の

コスト削減を可能にし、その上で機器の開発、製造が実

現できることで、利用者の利便性を高めたソリューション、

サービスを廉価で提供することを可能にします。したがっ

て、アクセス回線の分離、新会社設立という構造分離は、

利用者に廉価で利便性の高いサービスやアプリケーショ

ンを実現するより優れた機器、装置提供という観点でも望

まれる方向性であると考えます。 
 

 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

（４） メタル回線撤去の必要性 

＜中略＞ 

弊社共の提案のポイントの一つは、光アクセス基盤を

100％敷設するとともに、光回線と比して割高な維持費

を発生させているメタル回線を 100％撤去すること、す

なわち、ネットワークコストの二重構造を完全に廃し、ト

ータルの維持費を大幅に削減することにあります。 

＜中略＞ 

メタル回線撤去の具体的な効果としては、現在メタル回

線の維持費として約 7,600 億円、光回線の維持費とし

て約 3,100 億円、合計 1 兆 700 億円の費用が年間で

計上されているものを光回線分のみにすることができ

るため、維持費が年間約 5,200 億円に縮小します。結

果として、約 5,000 億円の費用削減が可能となります。 

 

上記の意見内容に対する再意見  メタル回線の維持費が全体の70%を占めている事実は、

情報化社会の進展の大きな阻害要因であり、極めて深

刻な状況であると言わざるを得ません。 

 上記意見では、光整備率を 90%から 100%実現のために

光回線の維持費を大幅に増額（約 66%増）しても、トータ

ルで約5,000億円の費用削減が可能となることを示して

おり、光回線に一本化する合理性を十分に説明できて

いる点が高く評価できます。 

 メタル回線と光回線の二重投資は極めて無駄が大きい

ため、メタル回線をすべて撤去し、光整備率 100%実現

と約 5,000億円の維持費削減を実現することが急務と

考えています。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会

社、ソフトバンクモバイル株式会社  

提出された

意見内容 

（該当部分） 

（５） アクセス回線会社の資金調達 

弊社共試算において、アクセス回線会社はメタル回線保

全費や営業費の削減によって、初年度から営業黒字とな

る会社で、未整備エリア整備完了後の6 年目には年間約 

4,500 億円のフリーキャッシュフローを生み出します。 

光アクセス基盤100％整備に要する設備投資額2.5 兆円

のうち、約2.2 兆円を社債により調達することを想定して

いますが、上記のようなフリーキャッシュフローを創出可

能であることから、民間での資金調達は十分に可能と考

えています。 

以上のことから、アクセス回線会社においては、公的資金

を投入することなしに光アクセス基盤100％整備が実現可

能であり、このことが、弊社共提案の最大のポイントにな

ります。 

上記の意見内容に対する再意見 ・メタルと光回線の二十投資ではなく、メタル回線を早期

に撤去すべきという考えに賛成致します。 

アクセス回線は、メタル回線と光回線の二重構造となって

いるため、維持費が割高になっています。メタル回線につ

いては、敷設後20 年以上経過していることから、故障の

可能性も高くなっており、割高な維持費のほとんどがメタ

ル回線に起因するものとなっています。 

光アクセス基盤を敷設するとともに、光回線と比して割高

な維持費を発生させているメタル回線を撤去することで、

ネットワークコストの二重構造を完全に廃し、トータルの

維持費を大幅に削減することにあります。 

超高速ブロードバンドの需要がない地方部はメタル回 

線を残した方が合理的とする意見もありますが、メタル回

線の中でも、特に地方部のメタル回線の施設保全費は回

線長等の関係から都市部に比べて高額になっており、

NTT 東西殿アクセス回線部門の赤字のほとんどが地方

部で発生していることを考慮すると、地方部のメタル回線

こそ、光回線への置き換えがメタル回線撤去に当たって

は、よりスムーズに光回線への移行を進めるために、切
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り替に際しての契約変更は不要とし、固定電話のみのユ

ーザはメタル回線と同じ料金で利用可能とし、また、アダ

プターの無償配布により現在利用している端末をそのま

ま利用可能とする等、利用者に追加負担を発生させない

移行方法というソフトバンクモバイル株式会社様の意見

に賛成です。 

 

 



 

「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 個人 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB 株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

現在の我が国の財政状況に鑑みれば、安易に公的資金等の投入

を前提とするのは適切でなく、まずは公的資金に頼らない民間主

導による効率的な整備スキームを優先的に模索することが必要と

考えます。 

上記の意見内容に対する再意見 これまで、採算の合わない地域への基盤インフラの整備について

は国の支援を受けた「公設民営方式」の採用が第一に検討され

たとのことですが、今後これに変わるものとして今回のソフトバ

ンクの述べるような可能な限り公的資金を使わない方策はさら

に踏み込んで検討すべきと考えます。 

「光の道」構想に関する

意見募集において提出

された意見 

意見番号 269 

意見提出者 ソフトバンク BB 株式会社 

ソフトバンクテレコム株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

メタル回線については、その60%が敷設後20 年以上経過している

ことから、故障の可能性も高くなっており、割高な維持費のほとん

どがメタル回線に起因するものとなっています。 

弊社共の提案のポイントの一つは、光アクセス基盤を100％敷設

するとともに、光回線と比して割高な維持費を発生させているメタ

ル回線を100％撤去すること、すなわち、ネットワークコストの二重

構造を完全に廃し、トータルの維持費を大幅に削減することにあり

ます。 

 

上記の意見内容に対する再意見 「光の道」構想の要は、より安価な光回線網を提供し続けられるた

めのインフラ設備環境の実現にもあると考えます。今回のソフト

バンクの意見（試算）にあるような現在の膨大な回線維持守費

用が半減するための方策につてはその実現に向け、さらに掘り

下げた検討、検証がなされるべきと考えます。 
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「光の道」構想に関する再意見 

 

意見提出元 スカパーJSAT株式会社 

 

 

■意見募集に対して提出された意見に対する意見 

「光の道」構想に関す

る意見募集において提

出された意見 

意見番号 276 

意見提出者 日本電気株式会社 

提出された

意見内容 

（該当部分） 

・その技術的手段としては、全てを FTTH でカバーするのではな

く、状況に応じてケーブル・BWAに加え衛星等による実現を検討

していくべきである。 

上記の意見内容に対する再意見 光の道整備の手段を FTTH に限定することなく、状況に応じ

て、衛星等他の手段により実現を検討していくことに賛同致しま

す。 

衛星は広域性・ブロードバンド性を特徴に持ち、衛星方向が

見通せれば、小型アンテナの設置により通信が可能であるた

め、山間部や離島等、FTTH によるインフラ整備に経済合理性

が働かない地域においては、有効な手段の一つであると考えま

す。 

また、衛星を地上回線のバックアップとして用いることで、震

災等の大規模災害により、地上回線による通信が困難になった

場合でも、柔軟に回線を設定することができ、安心・安全な社会

の実現にもつながると考えます。 

現在国内においては、商用サービスでは数 Mbps程度の衛星

通信サービスが提供されていますが（別紙①参照）、欧米では

Ka-band を搭載した衛星により、更に高速な衛星通信サービス

の提供も予定されており、長期的には、国内においても衛星に

よる超高速ブロードバンドインフラの構築が可能であると考えま

す。（別紙②参照） 
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